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本刊行物は，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での

活用に資するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではありませ

ん。研究内容の今後一層の充実を図るため，読者各位から幅広くコメントをいただ

くことができれば幸いです。 



 

まえがき 

 

このカントリーレポートは，当研究所の研究者が世界の主要各国について農業・農政の分析

を行った成果を広く一般に提供するものである。 

当研究所においては，平成19（2007）年度から，単年度の「行政対応特別研究」の枠組みの

下で毎年カントリーレポートを作成・公表してきたが，平成25（2013）年度からは，研究の枠

組みが3年度にわたる「プロジェクト研究」に移行した。プロジェクト研究は，平成25（2013）

年度から平成27（2015）年度までを一期目，平成28（2016）年度から平成30（2018）年度まで

を二期目，平成31（2019）年度から令和3（2021）年度までを三期目とし，令和4（2022）年度

から四期目を実施している。 

 これまで当研究所では，農業政策立案の観点から重要となる国・地域を対象とした農業情勢

と関連政策の分析と国際食料需給の分析を実施してきた。四期目の「主要国における農業政策

の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な世界食料需給に関する研究」においても，これまで

に蓄積された知見を活用しながら，世界の主要国・地域の農業情勢及び関連政策の調査研究を

行っている。そして，国・地域別の知見と定量的な食料需給予測の連携を深め，より的確な需

給見通しの策定に努めている。さらに，多くの国々が共通した課題に直面するようになってい

る現状を踏まえ，各国・地域単独での分析に加えて，関連した複数国を横断する課題を設定し，

各国の政策や関連状況を比較・分析している。 

本レポートは，農林水産政策研究所における研究成果について，主として行政での活用に資

するため取りまとめた資料であり，学術的な審査を経たものではない。農林水産政策研究所で

は今後も海外農業情報の収集・分析を充実させる方針であり，広範の読者の方より，御指導・

御指摘を賜れば幸いである。 
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第１章 ベトナム 
―コメ輸出大国の国内事情― 

岡江 恭史  

  

はじめに 

 

 ベトナムはかつて旧ソ連型中央計画経済体制下にあったが，1980 年代から経済自由化・

対外開放政策（いわゆるドイモイ政策）を採用したことによってその後高い経済成長率を

示した。農林水産分野では，近年常に世界第 2～3 位のコメ輸出国であり続け，2023 年に

は過去最高のコメ輸出量・輸出金額を記録した。 

本論に入る前に，ベトナムの行政区分と自然環境を第１図に示す。ベトナムは大陸部東

南アジア（インドシナ半島）の東端に位置し，南北 1,650km の細長い国土（東西の幅は最

も狭いところで 50km もない）をしている。北に中国と，西にラオス・カンボジアと陸で

国境を接する。また南シナ海（ベトナムでは Bien Dong（東海）と呼ぶ）を挟んでフィリピ

ン・マレーシア等と向き合っている。ベトナムの国土面積は 331,346km2（日本全国から九

州を除いた面積にほぼ相当），人口は 99,474 千人である（2022 年の数字。TCTK online)。 

地方行政組織としては 63 の省及び省と同格の中央直轄市（首都ハノイ・ハイフォン市・

ダナン市・ホーチミン市・カントー市）が存在する。また複数の各地方省（1）をまとめて，

「紅河デルタ（Dong bang song Hong）」，「北部山岳地域（Trung du va mien nui phia Bac）」，

「沿岸地域（Bac Trung Bo va duyen hai mien Trung）」，「中部高原（Tay Nguyen）」，「東南部

（Dong Nam Bo）」，「メコンデルタ（Dong bang song Cuu Long）」という地域区分も用いら

れる。 

本章の構成は以下のとおりである。まず「１．ベトナム農政の変遷」において，共産政

権下におけるベトナム農政の歴史を紹介する。「２．国際米価高騰とベトナムの対策」にお

いて，2007 年から国際米価が急騰した際に，当時のベトナム政府が取った対策について解

説する。「３．最近のコメ政策・動向」で，最新のコメに関する政策と 2023 年のコメ生産・

輸出動向について国際米価高騰期との違いを中心に分析する。 
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第１図 ベトナムの地域区分 

資料：アジア経済研究所（2020）のベトナム地図に筆者が加筆。 

注．下線が省と同格の中央直轄市。 

 

 

紅河デルタ 11.ヴィンフック省 

14.首都ハノイ 15.バクニン省  

17.クアンニン省 18.ハイフォン市  

19.ハイズオン省 20.フンイエン省  

22.ハナム省 23.タイビン省 

24.ナムディン省 25.ニンビン省 

中部高原 

35.ｺﾝﾄｩﾑ省 

37.ザーライ省 

39.ダクラク省 

40.ダクノン省 

43.ラムドン省 

北部山岳地域 1.ﾃﾞｨｴﾝﾋﾞｴﾝ省 

 2.ライチャウ省 3.ラオカイ省 4.ハザン省 

5.カオバン省 6.イェンバイ省 7.ﾄｩｴﾝｸｱﾝ省 

8.バクカン省 9.ランソン省  

10.タイグエン省 12.フートォ省 

13.ソンラ省 16.バクザン省 21.ホアビン省  

 

沿岸地域 26.タインホア省 

27.ゲアン省 28.ハティン省 

29.クアンビン省 30.クアンチ省 

31.ﾄｩｱﾃｨｴﾝ=ﾌｴ省 32.ダナン市  

33.クアンナム省 34.クアンガイ省 

36.ビンディン省 38.フーイエン省 

41.カインホア省 42. ﾆﾝﾄｩｱﾝ省 

48.ﾋﾞﾝﾄｩｱﾝ省 

東南部 44.ビンフォック省 

45.タイニン省 46.ビンズオン省 

47.ドンナイ省 49.ﾊﾞﾘｱ=ｳﾞﾝﾀｳ省 

50.ホーチミン市 

メコンデルタ 

51.ロンアン省 

52.ドンタップ省 

53.アンザン省 

54.ﾃｨｴﾝｻﾞﾝ省 

55.ベンチェ省 

56.ヴィンロン省 

57.カントー市 

58.ハウザン省 

59.キエンザン省 

60.チャヴィン省 

61.ソクチャン省 

62.バクリュウ省 

63.カマウ省 
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１．ベトナム農政の変遷 

 

（１）ベトナムの村落と農業集団化 

フランスによる植民地化以前のベトナム王朝では，分裂や戦乱が続く中でかつて国有地

（公田）を管理する単位だった「社」が，特に紅河デルタにおいては自立した村落共同体

として成長していった。そして公田も村落の共有財産として公認された（桜井，1987）。村

落の行政に関しては，朝廷から官吏が直接派遣されることはなく，村民によって選出され

た組織が自治の担い手となっていた。村落自治を体現する「村の掟」は，「郷約」として成

文化されるのが常であった（白石，2002）。 

第二次世界大戦中に仏領インドシナを占領していた日本軍が撤退した後，北ベトナムの

共産政権（ベトナム民主共和国）は 1945 年 9 月に成立を宣言したものの，当初どこの国か

らも承認されなかった。これを 1949 年に誕生した中国共産政権（中華人民共和国）が最初

に承認し，支援したことが北ベトナムの革命路線における「中国モデル」の導入を促すこ

とになった。第一次インドシナ戦争を終結させ北ベトナムにおける共産政権を公認したジ

ュネーヴ協定が成立した 1954 年以降，北ベトナムでは土地を地主から取り上げて貧農に

分配する土地改革（Cai cach ruong dat）が本格的に実施された。ベトナム労働党（2）は，中

央政府レベルではチュオン・チン（Truong Chinh）書記長を委員長とする中央土地改革委員

会を設けてその実施に当たったが，各地方省の土地改革委員会には中国の顧問が招かれ，

中国の経験に学ぶという形で展開された。土地改革は 1956 年 7 月までに北ベトナムの平

野部では基本的に完了したが，その過程で農村人口の 5％は地主という中国の経験が機械

的に導入され，実際には中農までが「地主」と判定されて土地没収の対象となった。ドイ

モイ後の公式のベトナム共産党史では，この時期に行われた土地革命は「不必要」であっ

たと総括している（古田，1996）。 

ベトナム農村では 1958 年から中国にならった初級農業生産合作社（hop tac xa san xuat 

nong nghiep bac thap，以下「初級合作社」）が組織され，農業集団化が始まった（白石，1993）。

そして，1959 年 4 月の第 16 回ベトナム労働党中央会議によって合作社の高級化が決定さ

れた。この後，初級合作社の多くが高級農業生産合作社（hop tac xa san xuat nong nghiep bac 

cao，以下「高級合作社」）に移行した。初級合作社は集落単位に生産労働を集団化したが，

土地は各農民が所有していた。高級合作社は初級合作社よりさらに集団化を進めたもので，

土地の共有化が行われ，一合作社の管轄範囲も集落から自然村へと広がった。各農民は合

作社の下部組織である生産隊（Doi san xuat）に所属した。生産隊は合作社から生産量・労

働点数・生産費の 3 項目について経営を請け負い（三請負制），所属の農民との間に作業契

約を結んだ。各農民は作業ごとの労働点数に応じて報酬を受けることになっていた。1960

年末には北部での合作社化が完了し，40,422 の合作社が誕生した。その結果農業生産性は

低下したが，第一次５か年計画（1961～65 年）において農業集団化がさらに強力に推進さ

れ，1961 年には高級合作社の数が 8,403（全合作社の 33.8％）だったのが，1967 年には

18,560（全合作社の 76.7％）になった（Nguyen Sinh Cuc, 1995）。 
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東西対立の最前線としてアメリカ・南ベトナム（西側陣営）と北ベトナム（東側陣営）

との間で戦われたベトナム戦争は，1975 年に北ベトナムが南ベトナムを占領・吸収するこ

とによっては終結し，翌 76 年に統一ベトナム（ベトナム社会主義共和国）が発足した。ベ

トナム共産政権は，北部で行われていた統制経済・集団農業生産体制を南部にも強いたが，

このことは商品作物の生産に適するように長年築き上げられてきた農業生産の仕組みを破

壊することになり，農民による生産放棄と深刻な食糧不足を引き起こした。 

またそれまでアメリカという共通の敵を前に団結していた中越両国は，ベトナム戦争末

期の米中接近（72 年のニクソン米大統領訪中），74 年の中国の南シナ海のパラセル諸島（そ

れまで南ベトナムが実効支配）占領によって対立が激化し，79 年には両国間の戦争に発展

した（中越戦争）。冷戦後期の中ソ対立の国際情勢の中でベトナムはソ連陣営に所属（1978

年にコメコン加盟）し，ソ連・東欧からの援助を受けた。 

 

（２）ドイモイ政策と農政の転換 

厳しい国際環境と経済情勢の中でベトナム共産政権は，集団農業生産の修正をせざるを

得なくなった。1981 年 1 月 13 日共産党中央書記局は 100 号指示（DCSVN, 1981)を出し，

これまでの生産隊単位による共同作業から，各世帯を単位とする農業生産へ移行した。100

号指示によって農家世帯は，合作社からの請負契約量以上の生産物は自由に処分する権利

を得た。この改革は農家の意欲を刺激し，多くの農家が請負を完遂したうえにさらに 5～

20％の余剰生産をなした。そして 1986 年の第 6 回党大会では，従来の統制経済システム

を抜本的に変革して，市場原理を導入することを決定した。これはドイモイ（Doi moi）政

策と呼ばれ，今日までの市場経済化路線を決定づけたといわれる（白石，1993）。さらに 1988

年には共産党政治局 10 号決議（DCSVN ,1988）によって，農家は税金と合作社基金（組合

費）を支払ったのちには，生産物を自由に処分する権利を認められ，集団農業生産は事実

上終えんを迎えた。また 1996 年合作社法によって，合作社はかつての集団農業生産の執行

機関から市場経済下の農協へとその法的位置づけが根本的に転換した（QHVN, 1996）。 

また第２図にベトナム戦争終了（1975 年）の後のコメの生産と輸出をグラフ化した。集

団農業生産体制を終わらせた 10 号決議の翌年（89 年）から本格的な輸出が始まったこと，

またそれ以降右肩上がりで生産・輸出が伸びていることがわかる。近年ではタイ・インド

と並ぶコメ輸出国の地位を確立し，2023 年には過去最高の輸出量を達成した。 
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第２図 ベトナム戦争以降のコメの生産と輸出 

 

資料：1999 年までは TCTK (2000)，2000 年以降は TCTK (online; 2005; 2008; 2023)．2022,23 年は速報値。  
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 1980 年代から始めた一連の大胆な経済改革―農業の脱集団化，価格の自由化，民間経済

部門の促進，貿易及び投資の自由化，為替レートの一本化，統一によって経済を安定させ高

度成長を持続的にもたらしたベトナムを移行経済の成功例として評価した世界銀行の世界

開発報告（World Bank, 1996）が出されたのが 1996 年である。だが市場経済化の進行ととも

に貧富の格差が拡大するのは避けられず，上記報告書が出された正にその年に開かれた第

８回党大会では，社会的公正の即時実現が主張された。同大会で採択された 1996～2000 年

経済開発戦略には，①さらなる高度成長への志向，②雇用促進と各地域の均等開発（特に後

進農山村・地域への社会政策の強化）という２つの特徴が現れている（竹内，1997）。①と

は国内における市場経済化と貿易・投資の対外開放（事実上の資本主義化）であり，②は社

会的公正の実現（理念としての社会主義）である。ドイモイ政策は，この両者のバランスを

取りながら進められることになった。 

 ソ連・東欧の共産圏が崩壊した 1990 年代以降は，かつての敵国であった西側諸国や中国

との関係を急速に改善した。対東南アジアでは，ベトナムは ASEAN に 95 年 7 月に加盟し

翌 96 年 1 月には ASEAN 自由貿易地域（AFTA）の共通効果特恵関税（CEPT）スキームに

も参加した。対米では，94 年 2 月にアメリカは 75 年より継続してきた対越経済制裁を全面

解除し，95 年 8 月には国交正常化条約に調印した。対日では，92 年 11 月に日本は 79 年度

以降見合わせてきた円借款の再開を決定した。対中では，91 年 11 月に国交正常化し近年は

経済関係も緊密になっている。 

 

（３）2000年代のベトナム農政 

脱集団化・市場経済化に進む 80～90 年代のベトナムでは，主食であるコメはひたすら量

的拡大が求められ，劣等地へも生産拡大が進められた。そのため，肥沃なデルタ地帯では６

t/ha 以上の生産をあげる一方，山間地や土地条件の悪いところでは２t/ha 程度のところもあ

る。この時期におけるコメ輸出拡大も，もっぱら価格の優位性（安価）によるものであり，

ベトナム米の品質は国際的にも評価が低いものであった。 

こういった問題を解決するため，ベトナム政府は 2000 年 6 月 15 日に第９号政府決議

（CPVN, 2000）を公布し 2010 年に向けての農業発展戦略を打ち出した。同決議はそれまで

の市場経済化による量的拡大という農業政策を海外市場への販売を前提にした農林水産物

の高品質化へと転換するものであった。さらに 2005 年 6 月 20 日付け第 150 号政府首相決

定（CPVN, 2005）によってこの路線が補強された（第１表参照）。コメに関しては，生産性

の低い水田の転作を促す反面，輸出用米の主産地であるメコンデルタにおいては灌漑
かんがい

整備

事業への投資を増加させることとしている。 

また 2000 年代には南シナ海紛争等で再び中国との対立を深めたことから，西側（欧米日）

との関係強化を図っている。対米では，2001 年 12 月には米越通商協定が発効した。対欧州

では，2020 年 8 月に EU・ベトナム自由貿易協定が発効し，EU を離脱した英国とも 2021 年

5 月に英国・ベトナム自由貿易協定が発効した。対日では，2004 年 12 月には日越投資協定

が発効し，2009 年 10 月には日越経済連携協定（JVEPA）が発効した。また近年では，「環太
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平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（TPP11 協定）」にも参加している

（ベトナムは 2019 年に発効）。 

 

第１表 2000年代初期の農業発展戦略 

 政策の柱 コメ政策 

政府決議第９号 

（2000 年 6 月） 

①農業生産における新技術の導入 

②生産と加工・販売との効果的結合 

③農村内インフラへの投資促進と農業保険の充実 

④外国市場の情報収集とマーケッティング能力開発 

⑤商業的農産品販売に備えた行政の効率化 

灌漑設備の整備された水

田を 400 万 ha 維持するとと

もに，生産性の低い水田は

他のもっと適当な作物や養

殖に転換する。 

首相決定第 150

号 

（2005 年 6 月） 

①農地の集積による経営基盤の強化 

②AFTA（ASEAN 自由貿易地域）・WTO 加盟交渉のた

めの国際的合意事項の遵守 

③品目ごとの生産適地を特定して生産集中を図る 

特にメコンデルタにおけ

る灌漑整備事業への投資を

増加して輸出米を増産させ

る。 

資料：CPVN(2000;2005)。 

 

 

２．国際米価高騰とベトナムの対策 

 

（１）国内物価の高騰と 2008年に取られた政策 

 

 

第３図 2007～09年におけるベトナム国内の物価上昇 

資料：TCTK(online)。 

注．2007 年 1 月を基準（100）とする指数。 
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 第３図は，世界的に穀物価格が高騰した 2007～09 年におけるベトナム国内の消費者物価

指数と食糧価格指数の上昇を，2007 年 1 月を 100 として示したグラフである。なお，この

「食糧」とはコメ・トウモロコシ・イモ類等のデンプン質を豊富に含む主食物を表すベトナ

ム語 ”luong thuc”の訳であり，食料品全体ではない。2007 年 10 月頃から消費者物価指数も

食糧価格指数も上昇し始めているが，特に食糧が 2008 年 4～6 月に急騰している。6 月以降

は食糧価格も下落傾向にあるが，下落幅はわずかであり，2009 年 12 月の消費者物価指数及

び食糧価格指数は 2007 年１月から 42％増・75％増と高値を維持している。 

 食糧価格が高騰に至った最大の理由は，コメが重要な輸出産品であるために国際価格と

国内米価とが密接にリンクしていることである。第４図は国際価格（タイ輸出米価格）とベ

トナムの輸出米価格・国内米価の 2007 年後半～09 年における変動をグラフ化したものであ

る。新輸出契約の停止が発表される 2008 年 3 月までの間は３者がともに上昇傾向にあり，

強い相関関係にあることがわかる。コメは国民の圧倒的な主食であるために，コメ価格の急

騰により食糧価格全体と物価全般も急騰した。 

 

 

第４図 2007～09年におけるタイ輸出米価格・ベトナム輸出米価格・ベトナム国内米価 

資料：価格は CCPDTV（2010），TTPNN（2009）より。 

注．輸出米価格は両国とも 25％砕米価格。ベトナム国内米価は，メコンデルタのコメ生産地カントー市（第１図の 57）

における通常米（Gia te thuong）価格。単位はいずれも米ドル/t。 

 

 

米価高騰に対処するため，2008 年 3 月 25 日には第 78 号政府通達（CPVN, 2008a）よって

6 月末までの間は新たにコメ輸出の契約（政府間契約だけではなくすべての契約が対象）は

行わない（すでに契約済みのものは履行）ことを決定した。第４図に見るように，この輸出

規制によって，国内米価の上昇が抑えられた反面，ベトナムの輸出米価格が急上昇し，コメ

の国際指標価格となっているタイ米の上昇につながった。 

前述のように 2000 年の政府決議第９号によって水田の転作が認められたが，その結果そ

の後は水田の転作が政府の予想をはるかに超える速度で進行した。このことも人々に国内
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需給逼迫の不安をあおり食糧価格の高騰の一因となったことから，2008 年には農地規制策

が新たに取られた。4 月 18 日に第 391 号首相決定（CPVN, 2008b）が公布され，水田専作地

の転作の原則禁止の方針を打ち出された。同決定では，やむを得ない事情で水田転作を行う

場合には，各地方省・中央直轄市が必要な転作面積を最小限にする土地計画を策定して事前

に中央政府の認可を得ることが義務づけられた。上記の手続きを経た計画以外での水田転

作が発覚した場合には，その土地を収用することも明記された。 

 

（２）政府決議 63号と国家食糧安全保障 

物価高騰の混乱を踏まえて農業問題が 2008 年 7 月に開催された第 10 期ベトナム共産党

中央執行委員会第７回総会において議論され，2010 年及び 2020 年までの農業政策の目標を

示した「農業・農民・農村に関する中央執行委員会第 26 号決議」（DCSVN, 2008）が 8 月 5

日に公布された。さらにこれを受けて，政府の今後の食糧政策の方針として翌 09 年 12 月

23 日に「国家食糧安全保障に関する政府決議 63 号」（CPVN, 2009c）が公布された。これは，

ドイモイ以降の農業の市場経済化・近代化の方針を引き継ぐ一方で，国家食糧安全保障を農

業政策の最優先課題にしたものである。 

具体的な目標として，国内需要を満たすために，2020 年まで 380 万 ha の水田（うち 320

万 ha は２期作以上の栽培ができる灌漑設備の整った水田）を維持することによって 41～43

百万トンの生産を維持することとしている。そのために，稲作生産費の 30％以上を生産者

の利益として確保し，2020 年までに食糧生産者の収入を現在の 2.5 倍にする目標を立てて

いる。 

またベトナム国内のコメ流通・加工業者の多くが零細で設備が整っておらず貯蔵施設も

未整備のため，ベトナムはコメの大生産・輸出国にもかかわらず国際的な価格変動が国内の

需給逼迫に直結するという問題を抱えている。そのため食糧流通と輸出システムの合理化

を目標として，63 号決議では業者に対して容量 400 万トンの貯蔵施設（当時の国内総在庫

の約２倍の容量）の建設を 2012 年までに完成させるように指示している。さらに政府機関

への指示として，財務省に対して稲作生産の保険のスキームを，農業農村開発省に対しては

農民と農村の各経済事業体（農協・企業・研究機関・流通・輸出業者）との連携に関するス

キームをそれぞれ，政府に提出するように求めている。 

 

（３）政府議定 109号と新コメ政策 

上記の 63 号決議の方針を執行するために政府議定 109 号（CPVN, 2010）が 2010 年 11 月

4 日に公布（施行は 2011 年 1 月 1 日）された。この政府議定 109 号から，新しく導入され

た政策を以下に紹介する。 

 

① 価格支持策の導入 

 2009 年 3 月 9 日に首相府において第 78 号通達（CPVN, 2009a）が公布された。同通達で

出された方針は稲作生産費のうち少なくとも 30％は生産者の利益となるように南北食糧総
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公司は買い取り価格を設定し，関係機関・銀行はそれを支援するために総公司への優遇策を

取るというものである。この生産費の 30％を生産者の利益とする方針は，同年 12 月 23 日

の政府決議 63 号にも盛り込まれた。 

 その後，政府は 2009 年の夏秋作の収穫が始まる時期に入った 8 月 10 日に，ベトナム食

糧協会を通じて会員業者に対し臨時備蓄用米として最低価格 3,800 ベトナムドン/kg（湿度

17％の乾燥籾米）以上で輸出米の主産地であるメコンデルタの農民から買い取るように指

示を出した。この時の買い取り目標量 40 万トンが達成された後，さらに第２弾として 9 月

9 日にさらに同条件で 50 万トンの買い取り策が出された。政府としてこの方針をさらに支

援するため，9 月 22 日付首相決定 1518 号（CPVN, 2009b）により，メコンデルタを管轄す

る南部食糧総公司傘下の業者が夏秋米の購入のために銀行から融資を受けた場合は全額政

府が利息を負担することを決定した。2010 年以降においても同様に臨時備蓄用米の買い取

り指示が出され，融資に際しての利子補給も同様にとられた。 

さらに 109 号議定によって，2011 年からは新たに国内の下限価格（基準買い取り価格）

と上限価格（放出価格），さらに輸出最低価格を設けたシステムへと整備された。基準買い

取り価格の計算方法は以下のとおりである。各期初に財務省が稲作生産費の計算方法を公

表する。それに応じて各地方省がその地域の平均的な稲作生産費を計算する。各地方省から

上がってきた数値を元に財務省が稲作生産費の 30％を生産者の利益となるように計算して

基準買い取り価格を決定する。収穫期になって市場価格が基準買い取り価格より下になる

ようであれば，政府（農業農村開発省・財務省・商工省・国家銀行・食糧協会）はコメの販

売価格が下がらないような策を講じることになっている。さらに財務省は各期に国内外の

市場等を勘案して最低輸出価格を定めることになっている。また買い取りの上限価格（放出

価格）も各期に設定し，国内市場価格が放出価格を上回ったら業者に備蓄米を国内市場に放

出させる規定も設けた。 

この価格支持策は，政府決議 63 号で規定された稲作生産保険スキームの具体化であろう。

ドイモイ以降市場の変動にさらされてきた稲作農家にとっては画期的な政策の導入である

が，その制度には多くの問題を含まれる。まず政府は業者に指定価格での買い入れを求める

が，政府による財政支出は業者が買い入れ費用のために銀行から借り入れた際の利子補給

のみである。つまり業者によっては利子負担は軽減されても，支持買い入れ価格以上で販売

できなかった場合のリスクは自ら負担しなければならない。しかも販売価格にも上限が定

められている。このような市場メカニズムも業者のインセンティブも無視した政策は業者

の不正を誘発する可能性がある。また稲作生産費の 30％という数字の意味を考えてみるた

めに，アンザン省（第１図の 53．）の冬春作（雨季作）の事例で計算してみると，2006 年は

54％，2007 年は 46％，2008 年は 39％と減少している（TTPNN, 2008;2009）。確かに 2007 年

末以降米価は急騰したが，それ以上に肥料などの生産資材の価格高騰のため取り分が減少

して農家の不満がたまっていたのであろう。これをみれば，30％の保障は所得移転というほ

どの水準ではなく，タイにおける導入当初の担保融資制度と同様，季節変動による買いたた

きを防ぐための最低価格保障というに過ぎない。 
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② 輸出業者の規制 

また政府決議 63 号で目標とされた「食糧流通と輸出システムの合理化」「農民と農村の各

経済事業体との連携」を進めるため，109 号議定では政府が要求する基準を満たす事業者の

みがコメ輸出業者として許可されることになった。具体的な基準は，5,000 トン以上のコメ

の収容能力がある倉庫と１時間当たり 10 トン以上の処理能力がある精米所を所有している

ことである。認可を求める業者について各地方省の商工局が検査を行い，条件に適合すると

判断されたら商工省が５年間有効の認可証を交付することになっている。認可された輸出

業者はさらに過去６か月間の輸出量の 10％のコメを貯蔵し続けることも義務づけられてい

る。その上，業者はコメの買い付けごとに品質と種類ごとの価格を地方省の人民委員会（行

政の執行機関）に知らせる義務がある。地方省人民委員会は担当地区の農民が不当に業者か

ら買いたたかれないように，その価格情報を公開することになっている。さらに業者は四半

期ごとに輸出量と備蓄量を報告する義務がある。 

なお同議定に基づきコメ輸出を希望する業者は上記の条件を整えて 2012 年 10 月１日ま

でに政府の認可を受ける必要があった。その結果，2013 年には小規模業者の破産が相次い

だ。さらに 2013 年 8 月には，過去２年間に１万トン/年の輸出が達成できないと認可取り消

しになる規則が追加された（CCPDTV, 2014）。 

 

３．最近のコメ政策・動向 

  

（１）農地政策 

 「１．（２）ドイモイ政策と農政の転換」で前述したように，農家に生産物を自由に処分

する権利を認めた 1988 年 10 号決議によって，集団農業生産は事実上終えんを迎えた。こ

れを法的に保証するために，1993 年に土地法が改正され，土地の国家管理（全人民所有）

の建前を維持しつつも，各個人に土地使用権を分配するという形を取った。ここでの「使用

権」は譲渡・賃貸・相続・売買・抵当を含み，実質的な私有権公認に近い（QHVN, 1993）。 

 「２．（１）国内物価の高騰と 2008 年に取られた政策」で前述したように，2000 年の政

府決議第９号による水田の転作容認は，国際米価が高騰した 2008 年には農地規制策へと転

換された。しかしその後生産過剰の状態となり，2013 年 6 月の首相決定第 899 号（CPVN, 

2013a）では，必要な生産量を維持しつつも，農地の効率的な活用（水田を他の農作物へ転

作）を推奨するようにと，再び政策転換が行われた。また同年 10 月「農産品の生産と販売

の連携を強化し，大圃場
ほじょう

を建設するための奨励政策に関する政府首相決定第 62 号」（CPVN, 

2013b）が公布され，積極的に大規模農業を奨励するようになった。同決定は，大規模な圃

場を経営する農民又は農民組織（合作社など）が企業と契約して販売を行う際の様々な助成

制度（農地使用税免税，技術普及や新規種子購入費用の補助など）を規定している。 

上記のような大規模農地建設の政策の中心地域は，輸出米の主産地となっている南部の

メコンデルタである。2002 年の首相 80 号決定は，企業が農民に対して，販路保証の契約に

加えて，生産に必要な資金を融資したり，技術を補助したりする複合契約を実施することを
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奨励している。元々メコンデルタではフランス植民地下の 19 世紀以降，このような複合取

引が農民と商人との間で結ばれていた。農業集団化の過程で一時停滞したものの，80 年代

以降の市場経済化によって復活し，90 年代末には南ベトナムで農産物売買の 80～90％を担

っていた（竹内，2022）。2000 年代以降政府が，商人の担っていた機能を企業との直接契約

で代替させようとした理由として，商人の大半が華僑・華人であることが考えられる。「１．

ベトナム農政の変遷」で前述したように，ベトナムと中国とはしばしば戦争・紛争など政治

的対立が激化してきた関係であり，ベトナムは中国の経済的影響力の拡大にも警戒してい

る。 

「１．（２）ドイモイ政策と農政の転換」で前述したように，ドイモイ政策は，「事実上の

資本主義化」と「理念としての社会主義」の両者のバランスを取りながら進められることに

なった。米価高騰期以降のコメ新政策では後者に重点をおいた食糧安全保障が志向される

ようになった。農地に関しても，1993 年土地法では個人に交付される使用権の面積上限（稲

作は 3ha まで）の規定がされているが，大規模経営推進の政策に沿って 2013 年 11 月には土

地法も改正され，個人使用の上限を維持しつつ借地・賃貸の場合は制限を設けない（QHVN， 

2013）等，社会主義の建前（平等性）をもちつつ，経営規模拡大による合理化を推進したい

という政策の意図が見られる。なお最新の農業農村開発戦略（CPVN, 2022）でも，「量から

質への転換に焦点を当て，大規模な商品生産地を形成」「多品目栽培地域を維持しつつも，

必要に応じて稲作生産に戻ることができるようにする」と，市場化対応・大規模化と食糧安

全保障の両立を唱えている。 

  

（２）新コメ政策のその後 

前述のように 2010 年政府議定 109 号は，①価格支持策・②業者規制という新たなコメ政

策を打ち出した。それらの政策とその後の状況は以下のとおりである。まず①に関しては最

低・最高価格を定めて業者に指示するとあった。だが実際に行われたのは，米価下落時にコ

メを購入した業者が銀行から融資を受けた際の利子補給である。この価格支持策も実際に

は機能していない。②に関しては，倉庫と精米施設の所有を条件に輸出業者を認可した。し

かし基準を満たしているかの検査は認可時のみで，その後は実際にはどの機関も業者への

監視は行っていない。さらに民間備蓄の統計データがないので備蓄の目標が達成されたか

も不明である。 

 上記の新政策の実施状況を見て政府は，109 号議定に代わる新たな政府文書（107 号議定）

を 2018 年 8 月 15 日に交付した（CPVN,2018）。元々機能していなかった価格支持に対して，

107 号議定は価格政策を正式に廃止した。また 107 号議定はコメ輸出管理の方法も大きく変

えることになった。ベトナムのコメ輸出は 1990 年代から輸出割当制度を維持しつつ徐々に

規制緩和が図られてきた。109 号議定の規定では，政府間契約の輸出米のうち 20％は契約事

務を行った業者自身が輸出するが，残り 80％はコメ輸出業者の業界団体であるベトナム食

糧協会が参加業者に割り当てることになっている（第 16 条）。食糧協会は 1989 年に食糧貿

易を行う業者が相互扶助を目的として自主的に設立したことになっている団体であるが，
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実際には政策を代行（市場動向把握，業者監督等）する役割を担ってきた。しかし 107 号議

定によって，輸出業者は食糧協会を通さずに直接輸出できるようになった（ただし毎月の商

工省への報告が必要）。現在の食糧協会の仕事は，事業に対する補助，貿易のプロモーショ

ン（セミナーの開催や輸入国への訪問等）等である。 

 107 号議定第４条にコメ輸出業者として認可される条件として，「基準を満たすコメ倉庫

及び精米機を所有する。」とあり，また第 22 条６項 d で上記のコメ倉庫及び精米機の事後

検査を規定している。しかし実際には，第４条の事前審査は行っているが，第 22 条の事後

検査は行っていない。さらに同議定第 12 条に「輸出業者は過去６か月分のコメ輸出量の５％

に相当する最低流通準備量を維持する」とあるが，実際には，検査も行われず制度は実現し

ていない（３）。 

 このように 2010 年政府議定 109 号から始まったコメ新政策は，実質的に機能したのはコ

メ輸出業者の規制という，ドイモイ政策の流れ（市場経済化）に逆行するものであった。し

かもそれは参入障壁を高くするだけで参入後のモニタリングは行っていない。新政策は，生

産維持・流通効率化・在庫確保を目的だとされているが，それだけでなく「（１）農地政策」

で前述したようにドイモイ後に再び活発化した華僑・華人商人への対策もあるのではない

だろうか。だとすれば，コメ輸出業者の参入障壁を高くした結果，零細業者（その多くは華

僑・華人商人）が破産したことと川上から川下までの流通ネットワークを持つ国有企業に有

利な条件が整備されたことは，政府のもくろみどおりだったといえる。 

  

（３）2023年のコメ輸出とその背景 

 2007 年からの国際米価高騰期と同様，2023 年にもインドがコメの輸出規制を行ったが，

ベトナムは輸出規制を行わなかった。そして同年のベトナムのコメ輸出は，輸出量（8338 千

t，前年度比 17.4%増）・輸出金額（4816 百万米ドル，前年度比 39.4%増）ともに過去最高を

記録した。また「２．（１）国内物価の高騰と 2008 年に取られた政策」で前述したように，

2007～09 年には激しい物価上昇に見舞われたベトナムであったが，2023 年の消費者物価は

前年度比 3.25％増，食糧価格は 6.85%増に過ぎなかった（TCTK, 2023）。 

 2023 年のコメ輸出がこのように「成功」した理由は，実質的にコメ輸出業者の参入障壁

を高くしただけのコメ新政策だけではなく，コメ生産・輸出の構造が 2007 年当時と大きく

異なっていると考えられる。一番大きいのは，かつてベトナムは低品質・低価格米の輸出だ

ったが，高価格の香り米等の輸出に移行している（CCPDTV, 2023）点である。具体的には，

2010 年段階ではベトナムのコメ輸出金額のうち白米の割合が 89.8％と圧倒的で，香り米が

3.7％，もち米が 2.0％に過ぎなかった。それに対して 2017 年にはそれぞれ 36.4％，29.0％，

23.5％と大きく構造を変えている（Doan Thi Thu Huong et al.,2022）。つまり，白米が中心の

国内市場と香り米が大きな比重を占める輸出市場との分離が進み，国際米価と国内米価と

の相関関係が小さくなってきことが，2023 年のコメ輸出の「成功」をもたらしたと考えら

れる。 
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注（1）本章において「各地方省」という場合には，中央直轄市も含める。 

（2）設立当初のベトナム民主共和国は，共産主義者以外のカトリック教徒や穏健なナショナリストも閣僚に取り込ん

だ。さらに，1945 年 11 月には仏領インドシナ全域の革命を目指すインドシナ共産党も偽装解散した。その後冷戦

構造に組み込まれていく過程で党を再び公然化する必要があり，同党は「ベトナム労働党」と改称した（白石，1993）。

さらにベトナム戦争後の 1976 年にベトナム共産党と改称し，現在に至る。 

(3) 2023 年 2 月 28 日，ベトナム市況分析予報株式会社（AgroMonitor 社，ベトナム農業省関連団体）チーフエコノミ

スト Pham Quang Dieu 氏へのインタビューより。 
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第２章 中国 

―対外情勢不安定な中,食糧安全保障を最優先，「農業強国」を目指す― 
 

                                 百﨑 賢之  

 

１．はじめに―習政権三期目の「郷村振興」=農業強国建設の加速化― 

 

(ⅰ)  2022 年 10 月の中国共産党第 20 回党大会とこれを受けた党中央委員会第一次全体

会議，翌 2023 年 3 月の全国人民代表大会を経た党と政府の体制の確立の中で，習近平国

家主席・共産党総書記への権力集中色が強まり，経済・社会に対する党の指導や政策運営

においても，異論を排し，統制色が強まっている印象が強い。  

他方，「ポスト新型コロナ」の中国経済においては，当初は急回復への期待が高まったも

のの，PMI（製造業購買担当者景気指数）が，経済好不調の境目である 50 を前後する状況

が続くなど，世界経済の不安定感や対外摩擦の継続の中で，コロナ後の内需の拡大が強調

されつつも，「需要回復のもたつき」が強く懸念される状況が続いている。特に，不動産不

況の長期化が懸念される中，国内経済全般，特に若年層の雇用不足が憂慮される一方，不

動産への依存度が高いとされる地方政府の財政にも相当な悪影響が生じているとみられて

いる。 

 

(ⅱ)  こうした中，三農（農業・農村・農民）分野（後述するとおり，「郷村振興の全面的

な推進」が，第 20 回党大会等で掲げられている表記）については，党大会における習近平

総書記の報告の中で，「社会主義現代化国家の全面的建設における最も困難で最も重い任

務は依然として農村にある。」と位置付けられ，農業農村を優先した発展，都市と郷村が融

合した発展を堅持するとされるとともに，「農業強国の建設を加速し，郷村の産業・文化・

生態・組織の振興を着実に推進する」ことが掲げられた。 

 中でも，「食糧安全保障の根幹をあらゆる方向で基礎固めする」とされ，そのために党と

政府が同じ責任を負うこと，1.2 億ヘクタールの耕地の「レッドライン」を守り抜くこと，

高規格農田の建設促進，種子業の振興，農業科学技術と設備の備えを強化すること，食糧

栽培農民の収益保障の仕組みと主産地の利益補償の仕組みを十全なものにし，「中国人の

飯碗をしっかり自らの手中に収めることの確保」が改めて強調されている。 

 

(ⅲ) 本レポートでは，前半（２．）に 2023 年の「一号文件」を手掛かりに「郷村振興」

の新たな動向を概観するとともに，2023 年の農業生産と穀物等の輸入の動向について紹

介する。さらに，新たな政策の旗印となっている「農業強国」について若干の分析を加え

る。そして，後半（３．）に，2023 年の重要なトピックとして，同年末に成立した食糧安

全保障法の内容を紹介するとともに，改めて中国の食糧安全保障に関する課題を総括して

みたい。 



第２章 中国―対外情勢不安定な中,食糧安全保障を最優先，「農業強国」を目指す―（百﨑） 

 

- 2 - 

２．2023年の「三農」（農業・農村・農民）をめぐる状況と生産・輸入の動向 

  

（１）2023年一号文件 ～「2023年の郷村振興」＝習総書記指導色を印象付け～ 

 

１）20年連続の「三農」（農業・農村・農民）一号文件 

中国共産党中央・国務院の 2023 年一号文件（その年最初の発出文件。最重要課題であ

ることを示す）は，「2023 年の郷村振興重点業務の全面的推進をしっかり行うことについ

ての意見」(1)と題され，20 年連続で「三農」に関するものとなったが，非常に特徴的なの

は，その標題が，前年の「2022 年の」を「2023 年の」と入れ替えただけであることであ

る。「郷村振興推進の『操作ハンドブック』が与えられた」（唐仁健・農業農村部長）(2)と説

明されていたことでも明らかだが，政策の基本理念を高らかにうたうよりも，中央・地方

政府の政策推進の具体的な方法を解説するものとしての扱いが強まっていると考えられる。 

つまり，政策推進の在り方として，共産党中央が政策全般を主導し，政府の政策推進に

対し具体的な指示を与え，「今年行うべき具体的な任務のリストを明確に」（同部長）して，

政府にそれを実行させるとの色合いが強まっていることがうかがわれる。    

なお，2023 年 12 月の党中央・国務院の「中央農村工作会議」において素案が討議され，

翌 2024 年 1 月に発出（公表は 2 月）された「2024 年一号文件」のタイトルは，「『千の村

をモデルとし，万の村を改善するプロジェクト』の経験を学び活用して郷村の全面的な振

興を強力に効果的に推進することについての意見」となっており(3)，これは習近平総書記

が，農村の環境美化や居住環境の整備について 2018 年に自ら提唱し，力を込めて推し進

めてきた考え方そのものを前面に押し立てて，これを基軸に据えて政策推進を図ろうとい

うものであり，まさに「郷村振興全体が習総書記の指揮・指導の下にある」ことが今後一

層鮮明に表れる兆候であるとみられる。 

 

２）2023年一号文件の内容 

標題は「郷村振興の全面推進」とあるが，前年の党大会における習総書記の報告を受け

る形で，「国を強くするには農を強める必要があり，農が強くなって初めて国は強くなる」

とし，「農業強国」の建設の必要性を前面に押し出していることが特徴である。そして，「農

業強国」とは，「供給の保障が強く，科学技術の装備が強く，経営体系が強く，産業の強靭

性が強く，競争力が強い」との要件を備えるものと位置付けられている（（４）参照）。こ

れと，「住みやすく働きやすく美しい郷村の建設」に併せて取り組むことによって，社会主

義現代化国家の全面的な建設のための良好なスタートを切るための堅固な基礎を築くとし

ている。 

第一章は，「食糧と重要農産品の安定生産・供給保障をしっかりうまく行う」とされ，ま

ず，「食糧」（穀物・豆類・いも類）の生産量 6.5 億トンの確保，特に単収を重視しつつ，

「食糧生産 5 千万トン向上」への取組が掲げられ，「一トン収穫田」（１ムー当たり＝10 ア

ール当たりなら 1.5 トン）づくりや，多毛作，再生稲の進展を奨励するとしている。 
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なお，文件では具体的に書かれていないが，2023 年 4 月以降，農業農村部は「全国糧油

等主要作物大面積単産提昇行動」という単収向上に向けた活動を強力に展開するとし，そ

の全国的なターゲットをトウモロコシと大豆に置くとしつつ，「単一の技術で小面積にモ

デルを示す」これまでのやり方ではなく，各地方政府に対し大面積での総合的な技術モデ

ルの集成を求め，それを確実に普及させることとし，地域ごとに品種や要素を区分しつつ，

「一県一方策」という形で当該地域に適合した手法を見出し，初年度である 2023 年にお

ける確実な成果と，中長期（2030 年までを対象に各地域で具体的方策を決定）にわたる単

収の持続的な向上を達成するとしている(4)。 

文件では，最低買入価格引上げ（小麦），農業資材の供給と価格の安定，主産地の利益補

償，省レベルの党・地方政府の耕地保護と食糧安全保障に関する「責任制」(３．（４）１)

参照）の徹底等を掲げている。また，大豆・油料作物の栽培拡大強化を継続するとし，大

豆・トウモロコシの帯状複合栽培を着実に進めるほか，穀物と大豆の輪作，アルカリ土壌

地への大豆植栽，大豆のコスト保険・栽培収入保険の試験的実施，菜種に対する総合補助

措置，「油茶」の栽培拡大等を図る一方，飼料用大豆かすの減量・他原料への代替を進める

とともに，現代的施設農業，産地冷蔵・コールドチェーン物流施設の建設の加速等を図る

としている。 

続いて，「多元的な食物供給体系の構築」として，「大食物観」(5)に即し，食糧と経済作

物と飼料作物，農林牧漁業，植物・動物・微生物が総合された供給体系を進めるとし，粗

飼料の生産，林間家畜飼養，海洋牧場，菌類や藻類の生産拡大等の重視とともに，農産物

の品質や安全，トレーサビリティ制度の整備等を進めることを掲げている。 

また，食糧と重要農産物の調整コントロールを推進するとし，食糧緊急保障能力，備蓄

と買入・販売の監督管理，豚の生産安定供給管理の省政府総合責任制，母豚に主眼を置い

た豚の生産能力の調整コントロール，副食品の市長責任制の審査査定の厳格な実施，化学

肥料等農業資材の生産と貯蔵・輸送のコントロール強化等をうたうとともに，農産品の国

際貿易の役割を発揮し，農産品の輸入多元化戦略を進めること，食糧節約活動の展開，供

給チェーン全体としての節約・損耗減少の推進・常態化についても言及している。 

第二章は，「農業インフラの建設を強化する」とし，耕地保護と用途管理制御を強化する

こと，耕地を他用途に転用する場合の耕地補充を徹底し，その均衡を厳格に管理するもの

とし，市・県と省での重層的なチェックと社会的な監督の仕組みを整備すること，荒廃耕

地の利用に注力することを掲げている。また，高規格農田の整備を強化するとともに，ア

ルカリ土壌地の改善や適応できる作物の選抜育種に力を入れるとしている。また，水利イ

ンフラの整備や農業防災減災能力の整備の強化も掲げている。 

第三章は，「農業科学技術と装置・設備による支えを強化する」とし，農業科学技術イノ

ベーション体系の構築や実地試験のプラットフォームの整備を支援するほか，種子業振興

として，全国農業種子形質資源センサスを完了し，また，家畜家きんの育種プロジェクト

を実施するとともに，トウモロコシ・大豆等の（遺伝子組換え等の）生物学的育種の産業

化を加速させ，試験的実施の区域を拡大するとしている(6)。このほか，先進的農業機械の
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研究開発・普及の加速化を図る一方，農業の緑色発展（投入資材の減量・効率アップ，農

業廃棄物の処理体系の整備，汚染耕地の管理制御や生態環境の保護等）を進めるとしてい

る。 

農村・農民に係る政策分野では，「貧困脱却攻略の成果の定着化と発展」（第四章），「郷

村の産業の高質の発展推進」（第五章）（農産品加工流通業，現代的郷村サービス業，郷村

の新産業・新業態の育成等）が続いている。 

そして第六章は，「農民の収入増・富裕化への道筋の拡大」とし，農民の就業安定化，出

稼ぎ賃金支払いの確保がまず挙げられている。次に，農業経営の効率向上として，新型農

業経営主体のレベルアップ（家族型農場の連合組織化・企業化，小農家も組み入れた共同

経営），耕作の代行や委託管理を行う「社会化サービス」の発展の一方，土地経営権の流動

化による経営規模の拡大，農地細分化問題の解決方法の探求，社会資本の農業農村への投

資の誘導等を列記している。さらに，農民に「十分な財産権益を賦与する」とし，土地請

負期限到来後の三十年間再延長を進めるほか，農村住宅用地の制度改革の試行も慎重に進

めるとし，また，農村の集団所有資産に係る財産権制度改革を進展させ，資源の請負，不

動産業への貸与，仲介サービス，資産の株式化など多様な道筋で農村の「集団経済」を発

展させるとしている。 

なお，その基礎となる村レベルの経済組織としての「農村集団経済組織」の法制化に向

けた動きが数年来続いており，「農村集体経済組織法草案」は，全国人民代表大会常務委員

会で 2022 年 12 月に初回の，2023 年 12 月に二回目（第二審議稿(7)）の審議が行われた。 

第七章では，「住みやすく，働きやすく，美しい郷村建設を着実に推進」するとし，村落

規画（計画）の整備を強化し，農民の居住・郷村インフラ・公共サービス・産業用地に対

するニーズを優先して保障すること，また，農村居住環境の整備改善（世帯別トイレ，ご

み分別減量等），郷村のインフラ建設の強化，基本的な公共サービスの能力向上等を挙げて

いる。 

そして，第八章は「党組織が指導する郷村統治管理体系の整備」とし，郷村の党組織体

制強化，郷村統治管理機能のレベルアップ，農村精神文明の建設強化について記述してい

る。 

最後の第九章は「政策保障と体制の仕組みの革新」とし，多元的投入の仕組み（農業農

村予算の優先的保障，地方政府債券発行，郷村振興基金設立，金融・社会資本の農業・農

村への投入強化），郷村人材の育成と都市からの人材移動，都市・郷村の融合発展（県政府

周辺地域の都市化や農民工の市民化，都市・農村の公共サービスの連合体化等）等を掲げ

ている。 

 

（２）2023年の農業生産・食糧等の輸入の動向 

 

  １）2023年の食糧生産統計データ（国家統計局，2023） 

 2023 年の食糧作物生産は，黄河・淮河地域のまれにみる長雨（小麦に影響）や，華北や
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東北の一部地域での大きな洪水被害，西北地域における干ばつ被害はあったが，全国の大

部分の農業地帯で日照や気温，降水の状況は良好で，生育と収量が確保されたとしている。 

そうした中，補助金や奨励資金，農業保険等に力を入れる一方，様々な策を講じて栽培

面積の潜在力を掘り起こしたこと，それから食糧・油料等の主要作物の大面積単収向上活

動（（１）参照）を展開し，密植対応品種の重点的な普及や，一連の栽培技術をセットにし

て推進したことの効果が，単収の増加に顕著に表れたとしている。 

国家統計局（2023）によると，食糧作物の播種
は し ゅ

面積 1 億 1,897 万ヘクタール（前年比 0.5 

％増），総生産量 6 億 9,541 万トン（1.3%増，史上最高），うち穀物全体が 9,993 万ヘクタ

ール（0.7%増），6 億 4,143 万トン（1.3％増，史上最高），コメが 2,895 万ヘクタール（1.7％

減），2 億 0,660 万トン（0.9％減），小麦が 2,363 万ヘクタール（0.5％増），1 億 3,659 万

トン（0.8％減），トウモロコシが 4,422 万ヘクタール（2.7％増），2 億 8,884 万トン（4.2％

増，史上最高），大豆が 1,047 万ヘクタール（2.2%増），2,084 万トン（2.8％増）となった。 

 このうち，コメについては，大豆生産増加等との兼ね合いから作付面積そのものが減少

しており，農業農村部（2023a）の見通しとして，今後十年間の食用消費は減少が続くと

される中，飼料用等の需要が増加するとして，全体の生産量は微増が想定されているが，

現実には需給への影響はほとんどないものとみられる。なお，飼料用生産の増加見通しに

ついては，２）のとおり，砕米の安定的な輸入が期待できないことが意識されている可能

性がある。 

 小麦については，黄河・淮河地域の長雨の影響については，収量の面では，農業農村部

や地方政府が力を入れてかなりばん回が図られたが，品質面には大きく影響したと考えら

れ，そのことが２）のとおり，輸入の増加につながっている面は大きいとみられる。 

トウモロコシについては，大豆増産策との兼ね合いで大きく補助単価が削減されている

が，「大豆とトウモロコシは栽培地域が重なる度合いが高く，大豆の単収はトウモロコシに

及ばず，総合収益もトウモロコシより低い」（農業農村部，2023a）とされるため，農民の

トウモロコシ栽培への選好はかなり高いとみられる。そうした中，農業農村部は，（１）２）

のとおり，大豆とトウモロコシの単収向上に力を入れるとし，特に品種の選定を含めた密

植技術の普及と，それを可能とする品種の開発普及に，力を入れて取り組んでいる。また，

「栽培圃場
ほじょう

の競合」を避けるため，「トウモロコシと大豆の帯状複合栽培」をはじめとする

間作（同一圃場での複合栽培）促進や，輪作，多毛作を促進するとともに，荒廃地やアル

カリ土壌地の活用によって栽培面積を確保することとしているが，2023 年の数字で見る

限り，大豆よりトウモロコシについて，栽培面積・単収の両面で，増加の成果が大きく表

れている（栽培面積は上述のとおり。単収については，トウモロコシが 1.5％増，大豆は

0.5％増）。 

大豆については，黒龍江省の例では，１ムー（15 分の 1 ヘクタール）当たりの作付補助

単価が 2022 年の 248 元から 366 元へ増額（他方トウモロコシについては，28 元から 14

元へ削減）されているなど，作付け拡大への政府の姿勢は強固であるが，作付面積，生産

量の増加が，2022 年の 22.2％増，23.7％増に対し，2.2％増，2.8％増にとどまっており，
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生産拡大には限界感が出てきているのではないかとみられる。また，関係者の間では，長

年にわたり，植物油原料と飼料用の大豆かすを用途とする大豆は，遺伝子組換えの安価な

海外産による安定供給を図り，豆腐等の食用は国産大豆によりまかなうというすみ分けが

定着しており，食用消費を超える国産大豆の供給を増やすことが実需に適合しているのか，

また本当に大豆全体，さらには植物油の供給の安定に寄与するのか，疑問視する声もあり

（百﨑（2023）参照），大豆増産路線が安定的に継続できるのか，その行方が注目されてい

る。 

なお，大豆を除く「油料作物」の生産量は，前年比 5.7％増の 3,864 万トンと公表され

た。 

 

２）穀物・大豆の輸入の状況（海関総署，2024） 

2023 年のトウモロコシの輸入は，国内生産の大きな伸びがありながらも，輸入総量は前

年比 31.6％増の 2,713 万トンへ増加した。ブラジルからの本格輸入が同年 1 月から開始さ

れたが，既に輸入量全体の 47.2％を占める圧倒的な第一位の輸入先国となる一方，米国か

らの輸入は前年から激減（1,487 万トン→714 万トン），ウクライナが前年並みの 552 万ト

ンとなっているほか，前年末から輸入が復活したブルガリアが 74 万トン，ロシアが前年

の 3 倍の 29 万トンとなるなど，一号文件に提示されている「輸入源の多元化」を進めよ

うとしていることがうかがわれるものの，大豆と併せ，ブラジルへの集中が際立っている。 

小麦は，1,188 万トン（20.3％増）と 21 世紀に入って以降で最も輸入量が大きくなって

おり，国内産の品質低下に伴い高品質の海外産への需要が高まったことがうかがわれる。

豪州が 21.3％増の 694 万トン，カナダが 49.6％増の 255 万トンと大きく増加する一方，

フランスからの輸入がほぼ半減の 82 万トンとなっている。 

コメは，インド，パキスタンからの砕米の輸出が激減したことにより，前年比 57.8％減

の 260 万トンに落ち込んだ。ベトナムが 93 万トン，ミャンマーが 54 万トン等となってい

る。 

大豆は，9,941 万トン（前年比 11.4％増）となり，中でもブラジルからの輸入が 6,995

万トン（前年比 28.6％増）で輸入全体の 7 割を超えている一方，米国が 13.0％減の 2,417

万トン，アルゼンチンが 43.3％減の 199 万トンとなっており，輸入源はむしろ集中化傾向

にある。なお，カナダからの輸入は 147 万トン（前年が 72 万トン），ロシアが 129 万トン

（前年が 69 万トン）と，ともに 2 倍前後の伸びを示している。 

その他，大麦の輸入がほぼ前年の 2 倍の 1,132 万トン（第一位フランス，367 万トン）

となり，コーリャンはほぼ半減の 521 万トン（第一位米国，250 万トン）となっている。 

また，大豆以外の「油料種子」の輸入量は，菜種が 549 万トン（前年 196 万トン，うち

カナダが 505 万トン），亜麻が 122 万トン（同 61 万トン，うちロシアが 84 万トン）へ激

増し，合計でも 496 万トンから 924 万トンへ増加し，また，植物油の輸入も 51.4％増の

981 万トンとなった。 
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（３）畜産物の生産動向と輸入状況 

 

１）豚肉生産の動向 ―生産は安定，価格は低迷―（国家統計局，2024） 

 2023 年の豚肉生産は，大きな伝染病被害も見られずに 5,794 万トン（前年比 4.6％増），

出荷頭数も 7 億 2,662 万頭（3.8%増）となっている。この間，豚肉価格は，2022 年 10 月

の 500g 当たり 20 元を超える水準から 2023 年 7 月（同 11 元代）にかけて急激にほぼ半

値に落ち込み（農業農村部，2023b），その後も年末まであまり上昇せず（同年 12 月は 12

元代）低調に推移しており，政府の備蓄買入による市場のコントロールが試みられたが，

大きな効果はなく，農業農村部は，「この 10 年で初めて通年で経営赤字となった」(8)とし

ている。 

2018～2019 年のアフリカ豚熱大流行による飼養頭数の急減の後，政府は豚の安定供給

のため，生産能力を安定的にコントロールする政策を採り，大規模養豚企業中心の生産体

制を構築するとともに（同部では，2023 年の 500 頭以上出荷する養豚経営が飼養する頭

数の比率が全体の 68％を超えたとしている(8)），地方政府の供給安定責任を強化してきて

いるが，こうした供給安定優先の政策運営の中，中小業者には厳しい状況が続いていると

いえる。 

2023 年末の飼養頭数は前年より減少（4 億 3,422 万頭（4.1%減））するとともに，繁殖

母豚頭数も 4,142 万頭（5.7％減）と，制御目標の 4,100 万頭に近づいているが，農業農村

部では，2024 年の春節後まで供給緩和基調と，経営赤字状況が継続すると見込んでいる(8)。 

 なお，2023 年の牛肉生産量は 4.8％増の 753 万トン，羊肉が 1.3％増の 531 万トン，家

きん肉が 4.9％増の 2,563 万トンとなっている。 

 

２）畜産物の輸入動向（海関総署，2024） 

豚肉の輸入については，2020 年以降減少が続いており（2020 年 439 万トン→2021 年

371 万トン→2022 年 176 万トン），2023 年は 155 万トンとなったが，これまで輸入量一

位だったスペインからの輸入が減少（47→38 万トン）したことにより，トップはブラジル

（40 万トン）と入れ替わっている。 

他方で，牛肉の輸入は，前年より 1.8%増の 274 万トン（一位はブラジルの 118 万トン）

となり，羊肉（21.2%増の 43 万トン，一位はニュージーランドの 21 万トン），家きん肉

（17.0％増の 68 万トン，一位はブラジルの 44 万トン）の輸入もそれぞれ増加している。 

 

（４）農業強国を目指す 

(ⅰ) 2022 年 10 月の中国共産党第二十回大会における習近平総書記の報告中の「四 新

たな発展構造の構築を加速し，質の高い発展の推進に注力する」の中の「（三）郷村振興の

全面的な推進」の中で，新たに提起された目標が「農業強国の建設を加速」である。大き

な流れとしては，2017 年の第十九回党大会における「郷村振興戦略の実施」が踏襲されて

いると理解される中で，やや唐突に「農業強国」の用語が現れたことになる。 
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この点について，陳錫文・前全国人民代表大会農業・農村委員会主任（元中国共産党農

村指導小組事務局主任）（陳，2023）は，第二十回党大会の基調は「中国式現代化」の強調，

すなわち中国共産党が指導する社会主義現代化にあり，その特質は，人口規模が巨大な国

における現代化，人民全体の共同富裕化を図る現代化，人と自然が調和協調した現代化で

あるとし，この中国式現代化の基本的な特徴を世界に向けてアピールし，「社会主義現代化

強国」を建設することが大目標であるとする。そして，こうした中国式の現代化が，西側

諸国にとっては，これまで自らが進めてきた現代化に対して，その進路や理論，制度，文

化など様々な面での挑戦であるとして敵視し，圧力を加えてくる傾向が強まっているとす

る。このような国際情勢の下で中国が自らの現代化の道を歩むためには，ベースラインを

しっかり守り，自らの弱点を補強することによって，極端な状況に至っても生存と発展と

国家の安全を保障できる能力が必要であり，したがって中国の国家安全保障のベースライ

ンとは，いかなる状況に陥っても 14 億人余の国民の食が充足していることの確保である

とし，「農業強国の建設の加速」は，この点に焦点を当てているのだと解説している。 

(ⅱ)  陳（2023）は，世界を見渡すと，「農業強国」と呼べる国はすべて農業農村の現代

化を実現している国であるが，農業農村の現代化を実現した国がすべて「農業強国」であ

るわけではないとする。世界で一人当たり GDP3 万米ドル以上を実現している 38 か国の

うち「農業農村が現代化している国」は 20 足らずであるとしつつ，その中でも「農業強

国」と呼べるのが，1 億人以上かそれに近い人口を自らの力で支えることができている米

国，カナダ，フランス，ドイツ，ロシアである一方で，呼べないのが，日本，オランダ，

イスラエル等であるとする。つまり，後者は穀物自給率が低位にとどまっており，自らの

力では自らの食物供給の問題を基本的に解決できず大量の穀物やその他の食品を輸入して

おり，これは他人（国）から「首根っこをつかまれ」，「のど元に剣を突き付けられている」

状況であるとする。 

2022 年 12 月の中央農村工作会議において，習近平総書記は，「農業が保全しているの

は，生命の安全であり，生存の安全であり，極めて重要な国家の安全である」とし，「現下

の世界は，百年来の大変局が加速しており，新型コロナや対外的な圧迫など不確定で予測

困難な要素が増えており，他人の顔色をうかがいながら食生活を営んでいては現代化建設

を語れなくなる。」とし，「農業が強くなって，食糧の安全が完全に保障されてはじめて，

大局を安定させ，新たな局面において戦略を主導することができる。」(9)としている。 

(ⅲ) 陳（2023）は，こうした状況の下で，これまでの「食用食糧の絶対安全保障，穀物

の基本的自給」（2013 年 12 月中央農村工作会議）との目標の堅持が必要としながらも，他

方で①「食用食糧」の国民食生活における比重が低下してきていることに適切に対処しな

ければならず，特に，作目別には，輸入依存度の大きい「油料（食用油原料），糖料（砂糖

原料），飼料」の「三料」の国内供給力を増強することが重要であるとしている。また，②

国内的には，地域間のアンバランスへの対応（水資源に乏しい国内北方地域（黒龍江省，

吉林省，内モンゴル自治区等）の人口が減少し，人口が増加している南方地域はじめ国全

体の食糧を支えるようになったという矛盾を改善することが重要であるとしている。その
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ほか，政策面では，③耕地保護の厳格化と種苗産業の自主自強を図ること等の重要性を強

調している。 

また，国際的には，①輸入源の多元化の推進，②自主買入の仕組みを樹立すること（穀

物メジャーからの自立，輸入相手国への買入貯蔵用設備の建設，現地の農協・農場主等へ

の技術的サポートの提供），③国際農業技術協力・連携の強化の重要性を指摘している。 

(ⅳ) なお，習近平総書記は，2022 年 12 月の中央農村工作会議で，農業強国たる中国の

特色は，「自らの力に依拠して飯碗をしっかり持つ」ほか，「（集団経営・農家請負が結合し

た）「双層経営体制」に依拠した農業の発展」，「エコで低炭素型の農業の発展」，「農耕文明

の存続」，「共同富裕の着実な推進」の側面を含んだものでなければならないとしている

(9)(10)。 

 

３．中国の食糧安全保障―食糧安全保障法の成立― 

 

（１）法律制定までの経緯等 

 

１）一号文件等における「公約」の実現 

2023 年 12 月 29 日，全国人民代表大会常務委員会（第 14 期・第 7 回会議）の会期最終

日に「食糧安全保障法案」が可決成立し，2024 年 6 月 1 日から施行されることとなった。 

 2018 年の党中央・国務院の一号文件「郷村振興戦略の実施についての意見」の中で，既

に「食糧安全保障立法を推進する」とされ，翌 2019 年の一号文件「農業農村の優先発展

を堅持し，「三農」業務をしっかり行うことに関する若干の意見」の中で，「食料安全保障

立法のプロセスをより速やかに推進する」と記述されていたことからすると，かなり時間

がかかっていたということができるが，2023 年の一号文件（２．（１）参照）では，いよ

いよ「食糧安全保障法の制定を推進する。」とされ，年間の政策目標の一つとして明示され

ていた「公約」が実現されたものである。 

 

２）法案（草案）審議の経過 

 通常，全人代常務委員会における審議は，少なくとも三回の常務委員会の審議を経るこ

ととされており，食糧安全保障法案においても，まず，一回目は 2023 年 6 月の第十四期

全国人民代表大会常務委員会第 3 回会議（2023 年 6 月 26 日～28 日），二回目は第 6 回会

議（2023 年 10 月 20 日～24 日），そして 3 回目は第 7 回会議（2023 年 12 月 25～29 日）

の三回にわたり審議が行われ，第 7 回会議の最終日，2023 年 12 月 29 日に通過，成立し

た。 

 なお，第一回目，第二回目の審議の後には，それぞれ「パブリックコメント」が実施さ

れ，その結果も反映して，それぞれ「第二審議稿」，「第三審議稿」が作成されている。 
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３）法案審議過程での主な追加，修正点など 

 全国人民代表大会ホームページ等に掲載されている同大会事務局名の紹介文や，「法制

日報」等の関係メディアの報道によれば，主な修正ポイントは第 1 表のようになっている。 

 

第１表 食糧安全保障法審議過程での主な追加，修正事項 

 

 

（２）食糧安全保障法の構成と特色 

法律全体は，11 章・74 条（第一章 総則（9 条），第二章 耕地保護（8 条），第三章 食

糧生産（11 条），第四章 食糧備蓄（6 条），第五章 食糧流通（7 条），第六章 食糧加工

（5 条），第七章 食糧緊急対応（5 条），第八章 食糧節約（6 条），第九章 監督管理（7

条），第十章 法律責任（8 条），第十一章 附則（2 条））で構成されている（第 2 表）。 
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第２表 中国食糧安全保障法の条文一覧 

 

 

 

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

第一章 総則 

第一条 法律の目的 食糧の供給保障、国の食糧安全の確保、食糧安全リスクの防止制御能力向上による経済社会の安定 

と国の安全保障 

第二条   党の指導、国家食糧安全戦略（二十文字戦略）、食糧安全保障における土地と技術の重要性、穀物の基本的自給 

と食用食糧の絶対安全保障（＝ 完全自給）、大食物観（多元的食物供給体系の構築・多面的な食物資源開発・人 

民の求める量的に豊富で多様、質的に栄養あり健康な食物の充足） 

第三条   食糧安全責任制の確立、党・政府同責の実行、地方政府の具体的責任と部門間の協調 

第四条   食糧品種構成、地域配置の改善、国内・国際の市場・資源の統一調整、国際連携の強化、国際貿易の機能発揮 

第五条   地方政府による国民経済・社会発展規画（五か年計画）への食糧安全保障を位置付け、食糧安全保障規画の制定 

第六条   資金等の投入と財政・金融支持、社会資本の投入、農業保険の整備 

第七条   科学技術による革新と情報化 

第八条   食糧安全強化に向けた宣伝教育強化と社会的意識の向上、食糧節約の風潮形成 

第九条   食糧安全保障に貢献した機関と個人への表彰・奨励 

 

第二章 耕地保護 

 第十条   国土空間規画による制御、耕地と永久基本農田のレッドライン等による厳格な耕地保護。地方政府の耕地保護の 

任務、耕地保護補償制度 

 第十一条  転用耕地補償制度の実行 

 第十二条  耕地の林地、草地、園地等への転用の抑制、国の計画外の退耕範囲の拡大禁止 

 第十三条  耕地利用に係る栽培用途のコントロール、食糧・綿花・油料・糖類・野菜・粗飼料の重視、地方政府の耕地用途 

管理監督義務、村民委員会・農村集団経済組織の違反行為報告義務 

 第十四条  国による厳格な耕地の質保護制度の樹立、高規格農田の整備促進 

 第十五条  耕地の質の保護・向上、土壌改良、大中型灌漑区の建設・改造、黒土土壌の保護等。休耕、生態環境改善等。 

 第十六条  荒廃地の整備促進、復耕誘導・利用 

 第十七条  アルカリ化土壌地の総合利用 

 

第三章 食糧生産 

 第十八条  種子業の振興、種子形質資源の保護開発、新品種権保護強化、育種技術研究等の支援 

 第十九条  種子備蓄制度 

 第二十条  化学肥料、農薬、農業用フィルム等農業生産資材の安定供給と使用削減・有機肥料施用増加等 

  第二十一条 水資源管理・水利インフラの強化、水土流出・土壌汚染・地下水過剰採取対策等 

 第二十二条 農業機械産業の発展、食糧生産機械化の促進 

第二十三条 食糧生産技術の普及サービス水準の向上、食糧単収の向上促進、スマート農業の発展促進 

第二十四条 食糧生産の防災減災・災害救援の強化（自然災害、病虫害） 

第二十五条 食糧生産機能区と重要農産品生産保護区の創設管理の強化 

第二十六条 食糧播種面積の安定的確保、食糧生産者の収益保障 

第二十七条 新型農業経営主体の食糧生産への補助育成、社会化サービスの支援、大規模経営の奨励・食糧生産の集約化支援 

 第二十八条 食糧生産地域の利益補償の整備 

  

第四章 食糧備蓄 

 第二十九条 政府食糧備蓄体系の整備（備蓄規模は国務院が確定） 

 第三十条  食糧備蓄請負企業の責任、区分経理・食糧備蓄に係る全過程記録義務 

 第三十一条 食糧備蓄請負企業の適正な台帳整備と適正な検査モニタリング実施 

 第三十二条 食糧企業による社会責任備蓄、農業経営体による自主備蓄 

 第三十三条 地方政府による食糧備蓄インフラ、貯蔵技術革新、情報化の推進 

 第三十四条 地方政府の食糧備蓄状況報告義務 

 

第五章 食糧流通 

 第三十五条 国による食糧市場に対する管理強化、需給均衡・市場の安定維持 

 第三十六条 地方政府の食糧流通インフラ整備義務 

 第三十七条 食糧関係企業の台帳整備と地方政府への報告義務 

 第三十八条 国務院による重点食糧品種の政策的買入の実行 

 第三十九条 食糧関係事業者の政府規定に基づく特定状況における食糧貯蔵量執行（増減）義務 

 第四十条  地方政府による食糧市場調整コントロール（情報発出、食糧買入・売渡、事業者への食糧貯蔵量執行要求、備蓄 

食糧放出手配、食糧加工量確保誘導など） 

 第四十一条 国による食糧リスク基金（備蓄支援、市場安定に活用）整備 

 

第六章  食糧加工 

 第四十二条 国による食糧加工業の発展支援、食糧加工業者の責務等 

 第四十三条 食糧加工構造の改善と加工品の質の向上等、食用食糧の優先（飼料用、工業用は食用に従属） 

 第四十四条 地方政府による食糧加工業の適切な配置、加工能力確保義務 

 第四十五条 食糧生産地域と消費地域の安定的な生産販売関係確立、地域バランスの確保 

 第四十六条 国による食糧加工原料基地、インフラ、物流体系と技術研究開発等の支援 
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食糧安全保障法の構成と文言の選択等からは，次のような特色が読み取れる。 

①  食糧安全保障を国家安全と直結させる姿勢，これに向けた党の役割，存在感が前面

に。 

食糧の効果的な供給の保障，国の食糧安全保障が経済社会の安定と国の安全の保全

に直結している（第 1 条）ことを冒頭に示し，食糧安全保障に係る業務を中国共産党

のリーダーシップの下で進めていくことを堅持する（第 2 条）ことを前面に打ち出す

とともに，その保障は「共産党と政府が同じ責任を負う」（第 3 条）とし，法律体系の

中にも党の存在を前面に立てる習近平政権の基本的な姿勢が明確に打ち出されている。 

②  食糧安全保障を確保するための国と地方政府，事業者，国民の役割を明示。 

法が管理統制する方向付けから言えば，中央（党・政府）が自らを縛るものではなく，

「食糧安全保障」の達成に向けて，地方政府や事業者の任務や責任を具体的に明示す

ることに主眼があると考えられるものの，他方，本法では，国が主語になった条項もか

なり多い。まず国の役割について数多く示すことによって，改めて国（共産党中央と中

央政府）の食糧安全保障における強いリーダーシップを誇示した上で，それを基本に

置いて，具体的に政策を進める各レベルの地方政府が党組織と一体となって負う責任

機密性〇情報（保存期間：1年未満 1 3 5 10 20 30年） 〇〇限り 

第七章 食糧緊急対応 

 第四十七条 国による食糧緊急管理体制の創設、地方政府による緊急対応ネットワークの整備等 

 第四十八条 中央と地方の食糧緊急対策制定 

 第四十九条 食糧市場以上変動についての報告制度 

 第五十条  地方政府による緊急処理措置の発動 

 第五十一条 緊急処理措置の終了、緊急状態対応能力の回復 

  

第八章  食糧節約 

 第五十二条 節約の励行、浪費への反対。地方政府による奨励、教育、指導管理 

 第五十三条 食糧生産者による生産作業管理強化と損失・浪費の減少義務。国による農業機械、技術普及等の条件整備 

 第五十四条 食糧貯蔵・運搬・加工施設の整備による損耗減少 

 第五十五条 食糧加工技術の普及 

 第五十六条 食糧食品生産経営者による生産、流通等管理制度の創設整備、合理的な消費の誘導義務。国民・家庭による適切 

な消費と浪費防止の習慣の育成。 

 第五十七条 国家機関、社会組織の食堂管理の強化、浪費の是正。業界団体の節約基準・普及義務。 

 

第九章  監督管理 

 第五十八条 地方政府の生産、備蓄、流通、加工等に対する監督検査等 

 第五十九条 中央政府部局のモニタリング、事前警報、リスク評価等 

 第六十条  国による食糧生産・備蓄・運輸・加工標準整備、経営者の品質確保務、地方政府による品質安全管理業務の強化 

とトレーサビリティ体系創設等 

 第六十一条 地方政府による食糧生産経営関係組織への食糧安全監督検査の実施 

第六十二条 中央政府部局による地方政府に対する耕地保護、食糧安全保障責任制実施状況の考査等 

 第六十三条 関係外資企業に対する投資安全の審査 

 第六十四条 食糧安全保障に係る信用体系の整備（経営者の信用記録整備等） 

 

第十章  法律責任 

 第六十五条 地方政府の職責不履行に対する処分 

 第六十六条 法に違反する作物栽培への叱責教育、罰金等 

 第六十七条 食糧備蓄請負企業の違法な業務に対する処罰 

 第六十八条 政府出資による食糧流通インフラの棄損、撤去等に対する是正命令、処罰 

第六十九条 食糧緊急状態における政府指揮への違背等に対する是正命令、処罰 

第七十条  耕地植栽苗の毀損への是正命令、罰金 

第七十一条 関係法規違反に対する処理、処罰 

第七十二条 関係法規違反の犯罪に対する刑事責任。他人に損失を与えた場合の賠償責任 

 

第十一章  附則 

 第七十三条 法律上の食糧の定義、雑糧の範囲、植物油原料・植物油に関する参照適用 

第七十四条 施行期日（2024年 6月 1日） 
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を明確にするとともに，事業者にも，こうした方向への遵守を求める強い姿勢を示し

ているものと受け止められる（なお，事業者については，横行する不正・腐敗への強い

戒めを言外に読み取ることも可能と考えられる）。 

③  習近平（共産党総書記，国家主席）中心体制の色彩を顕著に表現。 

習近平（国家主席・党総書記）体制になってからの食糧安全保障の基本的な理念（「二

十文字戦略」(11)），「穀物の基本的自給と食用食糧の絶対的自給」などを基本理念とし

て条文上もそのまま掲げるとともに，同氏の強い指導の下にあることを強く意識付け

る用語や章立て（「大食物観」(5)の強調（第 2 条），「食糧節約」に一つの章（第八章）

を充てていることなど）が重視されている。 

農業生産関係では，習近平指導部が重視する耕地（第二章）と種子（第三章（農業生

産）の冒頭（第 18 条・第 19 条））の対策が最初に置かれている。また，食糧生産の担

保に関しては，農民収入の確保を重視することによって郷村振興に向けた取組との関

連付け，習氏が強調する「共同富裕」に向けた道筋が強く意識されている。 

④  食糧備蓄のほか，流通，加工等に関する内容が詳細だが，農業生産関係の条文も充実

が図られている｡  

食糧管理の経緯，本法の法案作成担当部局（国家糧食・物資備蓄局とその上位の国家

発展・改革委員会）等を反映し，基本的に，第四章から第七章までの食糧の備蓄や流

通，加工（緊急時の対応を含め）に関する章立て，条文の内容がかなり詳細である。そ

の一方で，審議過程での追加を含め，農業生産に関連する章立て（第二章 耕地保護，

第三章 農業生産）も充実させようという方向が強く意識されていたことがうかがわ

れる。  

⑤  市場主導では食糧生産増強が難しい中国農業の実情を反映している｡ 

食糧安全保障の実現，食糧安定供給に係る目標等は，国の指導の下で各レベルの地方

政府が食糧安全保障の「責任制」（耕地保護も基本的に同じ。）によって担保していく

（第 3 条）ことを明確にしつつ，国が食糧生産機能区や重要農産品生産保護区の建設

を強化するとともに，県クラス以上の地方政府がその具体的な建設・管理を強化し，目

標作物の生産を誘導していくこと（第 25 条），全国の地域を区分（食糧生産地域，食

糧消費地域，食糧生産消費均衡地域）した上で，国が食糧栽培面積の安定のための措置

を講ずるとともに，食糧生産者の収益保障の仕組み（農業支持保護と価格形成の仕組

み）を整備し，食糧生産者の収入を増加させて食糧生産者の意欲を確保する（第 26 条），

また，食糧生産地域に対しては利益補償の仕組みや財政移転支出制度を整備する（第

28 条）等とされている。 

市場における需給関係による調整に委ねるのではなく，政府がコントロールしてい

くことを明確にしているものであると同時に，農業生産の中でも食糧生産についての

収益は確保しがたく，収入確保に向けたテコ入れを行わないと，市場経済の中では食

糧生産の確保が困難になっている状況も強く反映した構成になっているといえる。 

⑥  「大食物観」(5)として，多様な食品のバランス，食品の質の確保等が重視されている。 
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「食糧安全保障」法でありながらも，国民の食糧の量的な充足はすでに確保されて

おり，むしろ副食品を含めた多様な食品の確保や，その安全性，質的充実が強く求めら

れている現状が認識された形となっている（「大食物観」(5)の重視（第 2 条），２（１）

２）参照）。また，植物油やその原料である「油料」（大豆を除き，「食糧」には位置付

けられていない。）についても，食糧に準じたテコ入れが強く意識されている（第 73

条）。 

⑦  食糧需給の見通しや備蓄等の具体的方向付けは明確に読み取れない。 

今後の中国の人口動態や食生活の変化等を踏まえつつ，どのような需給バランスを

描くのか，その中に「適度な輸入」（第 2 条）がどのように位置付けられるのかに関す

るビジョンに関係しそうな記述は盛り込まれていない（国内向けには，いかなる状況

にあっても食糧の安定供給を確保するとの姿勢（第 1 条，第 2 条など）を示すことで

足りるという前提に立っているとは考えられるが）。 

食糧備蓄（第四章，（４）４）参照）に関して，中央政府の具体的な運営方針（備蓄

規模等）の具体的内容は，国務院が確定するとし，具体的内容には言及がなく，食糧緊

急対応においても，地方レベルにおける緊急事態に至った時点での流通確保等に関す

る措置の発動等については言及されているが，国レベルでも量的な不足が生じた場合

における緊急輸入等の対外的な措置や，やや長いスパンでの対応には言及されていな

い。 

なお，対外的な関係をどう位置付けるかについては，当初案にはなく，審議過程（第

二稿）で追加されたが，「国は国際食糧安全保障に係る「合作」（協力や連携）を強化し，

食糧の国際貿易の機能を発揮させる」（第 4 条）との簡単な言及に止まっている。 

 

（３）中国における「法治」と食糧安全保障法の狙い，効果 

 習近平総書記は，「法治」（依法治国＝法に「よって」国を統治する）を自らの統治思想

の根幹として位置付け，事あるごとに「習近平法治思想」として喧伝され，総書記が主導

する「四つの全面」（「全面的な小康社会の建設」，「全面的な改革の深化」，「全面的に法に

よって国を統治」，「全面的に厳しく党を統治」）の一つとして通称されている（熊，2023）。

習総書記の下で，2014 年 10 月の中国共産党第 18 期中央委員会第四次全体会議（四中全

会）において，「全面的に法に基づく国の統治を推進することについての若干の重大問題の

決定」がなされ，2020 年 11 月の党の「中央全面依法治国工作会議」で，「習近平法治思

想」を「依法治国」の指導的地位に位置付けた。同会議(12)において習総書記からは，①「党

が指導することを堅持」すること，②「中国の特色ある社会主義法治の道を堅持」するこ

と（中国共産党の指導的地位と人民民主専制の国体は揺るがないこと。また，「法治」（法

に基づく国の統治）と「徳治」（徳に基づく国の統治）が相互に結合，相互補完すべきもの

と位置付け，その「徳」は，党の指導を擁護し，社会的責任を果たす「法治人材」を育成

し，リードさせるものと位置付けられていることなど），③「法に基づく国の統治」と「党

の規則に基づく党の統治」をパラレル（全体の位置付けの中では，当然党が優位）に位置
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付け，その有機的統一を図らなければならないこと（李（2023）は，以前から不文律が存

在した党の規則の「法規化」を熱心に進めていることが習政権の特色としている）等が示

されている(13)。 

 2018 年 3 月に改正された中華人民共和国憲法第一条では，「社会主義制度は中華人民共

和国の根本制度」の次に，「中国共産党の「領導」（リーダーシップを発揮し，大所高所か

ら導くこと）が中国の特色ある社会主義の最も本質的な特徴」の文言が加えられている。 

 その意味では，そもそも，「法の下で」党やその指導者を制御するという考え方には立っ

ていないことに注意が必要であろうが，食糧安全保障法においては，そうではありながら，

党は，法の外の存在としてでなく，法律の中に書き込まれ，大きな役割を有することが法

文の中で「確認」されていることが特徴的である。すなわち本法第二条では，「国の食糧安

全業務は，中国共産党の指導を堅持し，全体的な国家安全観を貫徹・・・」と明示される

とともに，第三条の「食糧安全責任制の確立」においては，食糧安全保障における「党政

同責」すなわち党と政府が同じ責任を負うことが，法文の中に明示されている構図である

(13)。 

 こうした法体系の中では，地方政府や国民に対する任務の下達や指導方針の明示に主眼

が置かれ，その方向での条文上の記載については詳細である一方，食糧安全保障について

いえば，食糧輸入政策の方向や需給バランスの見通し，備蓄政策の量的な枠組みを含む運

営方針の内容，非常事態が発動される具体的な状況が何かなど，党の方針や国の政策運営

の具体的な方向付けに関係する点については，取組方向は法律の中には書き込まれず，厳

然として法律の外に，党（及び政府）のトップダウンによる適切な「リーダーシップ」が

存在するものとして残されているものと考えられる。 

食糧安全保障法の場合，地方政府や事業者・国民に対し，その責務やあるべき姿を明示

し，指導するとの方向を打ち出す観点から，国が何を行うのかについては，多くの条文が

置かれ，国の強い姿勢が示されるとともに，「根幹部分は国（党中央と中央政府）が自ら担

う」との位置付けを明示することによって，地方政府や事業者に何に基づいて具体的に何

が求められるのか，求められる責務の内容を示し，国家統治管理に向けた「法治」（依法治

国）の実質を担保し，食糧安全保障，それに耕地保護についても「責任制」の実効性を確

保しようとしているものと考えられる。 

 

（４）食糧安全保障法の主な内容 

 

１）第一章 総則 

 まず，第 1 条に法律の目的として，「食糧の有効な供給を保障し，国家の食糧安全を保障

し，食糧安全リスクを防止及び制御する能力を向上させ，経済社会の安定と国家の安全を

保全するため，憲法に基づいて，本法を制定する」とされている。食糧の安定供給・食糧

安全保障・食糧安全リスクの制御が，すなわち中国の経済社会と国家の安全の保全である

との認識が基本になっていると言える。これについては，中国で古来から，飢きんの発生
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等が政権崩壊の契機となってきた歴史的経緯を踏まえるとともに，第二条にも関連するが，

14 億の国民を自ら養う以外に国家存立の基本が維持できない切実な事情を反映している

との位置付けと理解される。なお，「憲法に基づいて」が，2023 年 12 月の三回目の審議に

おいて挿入されているが、（３）で説明した「党の指導」との関連で理解すべきものとみら

れる。 

 次に第 2 条に，中国の食糧安全保障業務の基本的な方向が示されている。前段は，「国の

食糧安全業務は，中国共産党の指導を堅持し，全体的な国家安全観を貫徹し，発展と安全

を調和させ，自ら主導権を握り，国内に立脚し，生産能力を確保し，適度に輸入し，科学

技術を支えとするという国家食糧安全戦略を実施し，食糧を土地に蓄え，技術に蓄えるこ

とを堅持し，食糧生産，備蓄，流通，加工の能力を向上させ，穀物の基本的な自給と食用

食糧の絶対的安全保障を確保する」とされており，まず業務全体が「中国共産党の指導に

基づくこと」とされている点が，中国のすべての行政分野に共通する絶対的な大原則であ

り，憲法，法律，すべての上位には「党」が存在しているという位置付けになる。 

次の「自ら主導権を握り」から「科学技術を支えとする」までが，2013 年 12 月，習近

平総書記（国家主席・中央軍事委員会主席）第一期目の初期に，同氏の下で開催された党

と政府の中央農村工作会議で決定された，中国の食糧安全保障の基本とされている「二十

文字戦略」(11)である。中でも，「自ら主導権を握り」が最大の眼目とされており，他国に従

属する危険が生じないこと，「他人の顔色をうかがいながら食生活を営む」事態を厳に防止

することを指しており，まさに「農業強国」の考え方につながるものである（２．（４）参

照）。 

そして，その帰結として，同条末尾のとおり「穀物の基本的な自給と食用食糧の絶対的

安全保障」の確保が主眼とされている。したがって，元来人の食用の用途が主であるコメ

と小麦については，基本的には 100％の自給を基本とし，小麦の輸入は，あくまで高グル

テン，低グルテンなど特定用途の需要に対応するものとされる（なお，トウモロコシとの

国際相場の相対関係によって増減する飼料用小麦や，飼料用砕米の輸入は，「食用食糧」で

ないため，問題とされない）。また，大豆については全体としての自給率は 20％程度であ

るが，搾油用と「食用」（豆腐等大豆を原料とする食品用途）を区別しており（搾油用は「口

糧」とはされない），「食用」大豆は中国産で完全に自給できていることが常に強調されて

いる。 

また，「食糧を土地に蓄え，技術に蓄える」は，2016 年 3 月に決定された「国民経済・

社会発展第十三次五か年規画」で新たに打ち出された標語であり，耕地確保と農業科学技

術の重要性を強調しているが，古来の「食糧は倉に蔵（おさ）めるとともに，民に蔵める」

との表現が改変されたものである。「土地に蓄え」の従来のニュアンスは「当面食糧を確保

するための面積に余裕があれば，休耕で地力を要請し，不足時に備える」側面が主だった

が，最近は「栽培する耕地」そのものをギリギリまで拡大する傾向が強まっている（（２）

参照）。  

同条後半は，「国家食糧安全の保障は大食物観を打ち建て，多元的な食物供給体系を構築
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し，あらゆる方向から，多くの道筋により食物資源を開発し，人民大衆の食物品種が豊富

で多様であり，品質栄養が健全であるという消費ニーズを満たさなければならない。」とす

る。 

（２）⑥に示したとおり，この「大食物観」は，「食糧」のみの安全保障の重要性を強調

してきていることとは一見齟齬があるようにもみえるが，習総書記の指導方向を示すため

に欠かせない用語として入れられたものと考えられる。特に，2023 年 12 月の三回目の全

人代常務委員会の審議で，「人民大衆の」以下が追加されており，これは，国民の食の安全

性や健康的な食に対するニーズの高まりに対応し，習総書記が「人民のより充足した食を

満足させる大きな任務を自らリードしている」とのメッセージを強調するものと考えられ

る。 

なお，国家糧食・物資備蓄局は，これに関し，「大食物観が確立することで，食物供給体

系が整備され，食糧産業チェーン・供給チェーンが向上し，各種食物の供給バランスが実

現する」，「市場志向に適合した農業の供給サイド構造改革が進む」(14)等としており，現状

の農業政策における食糧偏重の弊害を担当部局自らが認識しているとみることもできよう

(15)。 

 第 3 条には，中国の党・政府における施政執行の基本である「責任制」の食糧安全保障

への適用について条文化しており，その中では「党と政府が同じ責任を負う」ことが定め

られている。「責任制」は，どのレベルの組織が食糧供給や，農地確保，農村振興等の責任

を負うのかを明確にしたうえで，当該組織やその責任者の実績評価基準を評価点数方式で

明確にし，合格点を明示するなどして成績査定を行うことにより，当該目標を達成する方

式のことで，三農（農業・農村・農民）分野の様々な政策分野に多用されている。「食糧」

については，「省長責任制」が基本とされ，「菜籃子」（おかずかご＝副食品）が「市長責任

制」とされることと区分されている。ここでは，（責任最上位者のみならず）県レベル以上

の地方政府に当該行政区域の食糧安全保障の具体的責任が課せられるとあり，政府内部で

は，発展改革，自然資源（土地の管理計画など），農業農村，食糧・備蓄等の主管部門が共

同で関係業務を執行する（責任がある）ことについて定めている。 

 第 4 条には，国のマクロコントロールの下で，国が食糧の品種構成と地域別の配置の改

善を図ること，国内・国際両方の市場と資源に配意して，合理的で安定・効率的な食糧供

給保障体系を構築することについて（第二条の「適度な輸入」に対応するものとみられる）

掲げている。法案審議過程で，国が食糧安全保障に係る国際協力・協調を強化し，国際貿

易の機能を発揮させることについて，文言が追加された。 

 そのほか，食糧安全保障を国民経済・社会発展規画（五か年計画）に位置付けること（第

5 条），食糧安全保障のための資金等の適切な「投入」，財政・金融面の支援と，生産，買

入，貯蔵，運送，加工，販売の各分野間の協調，国家食糧安全産業地帯の建設等により，

食糧生産者と地方政府の双方に，耕地を保護し，食糧を栽培し，食糧安全保障をしっかり

行う意欲を喚起すること，郷村振興の全面的推進等について定め，特に，各分野への社会

資本の投入と，金融商品・サービスが社会に出回るように奨励すること，さらに農業保険
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制度の整備について定めている（第 6 条）。その他，科学技術革新（第 7 条），宣伝教育（第

8 条），表彰・奨励（第 9 条）についても，条文を置いている。 

 

２）第二章 耕地保護 

 第二章の耕地保護においては，①国土空間規画に基づき国土空間全体の中での用途管理

を行う中で，耕地と永久基本農田の保護の「レッドライン」等を確定実行することにより，

厳格に耕地を保護することとし，国務院が地方政府の任務を確定（耕地の総量と質の確保）

する（第 10 条）とともに，②耕地補償制度（耕地転用の厳格な抑制と転用耕地に対する確

実な代替耕地の補充）（第 11・12 条）の実施，③耕地栽培用途の管理，耕地利用の優先順

位の実行（第 13 条），④耕地の質の保護制度（高規格農田づくりの強化）の整備（第 14

条），⑤地方政府の役割として，土壌改良等による耕地の生産能力向上，大中型灌漑
かんがい

の整備

等を進めることとしつつ，黒土土壌の保護，輪作休耕や茎わらの還田等の推進等を国の役

割として位置付け（第 15 条），⑥荒廃耕地の整備（地方政府が推進）（第 16 条），⑦アル

カリ土壌地の総合利用（国が推進）（第 17 条）について規定されている。 

 なお，このうち，輪作休耕について国の役割としていること，黒土土壌やアルカリ土壌

の活用を国レベルの課題としている点については，地方政府には国の定める方向に沿った

耕地保全の具体的任務を強く求めるとともに，地方独自の判断で活用すべき耕地が休耕さ

れたり，国の承認なく退耕還林等が実施されたりすることを戒めつつ，中央から課せられ

た耕地確保の責任を強力に追求していこうとする方向が表れているものと考えられる。 

 

３）第三章 食糧生産 

 食糧生産については，まず種子について，国の役割として，種子業の振興の推進，種子

形質資源の保護と開発利用，種子形質バンク，植物新品種権の保護等について定める（第

18 条）とともに，地方政府には種子備蓄制度の創設運用を求めている（第 19 条）。また，

化学肥料，農薬，農業用フィルム等の農業生産資材の安定供給と適切な施用・使用（地方

政府の役割）（第 20 条），水資源管理と水利インフラの整備（国の役割）（第 21 条），農業

機械産業の発展と機械化作業の条件整備（国の役割）（第 22 条），農業技術普及体系や情報

化の整備，スマート農業の推進（国の役割）（第 23 条），防災減災（国の役割）（第 24 条）

を規定する。 

特に，第 23 条では，これ以上食糧作物栽培面積を増加させることが困難な中で，「単収

の向上」を重視することについて示しており，具体的な手法として，「間作」（作期の一部

又は大部分が重なる複数作目の同一圃場での混合栽培）等を例示する。 

また，食糧生産強化のための地域に応じた保護，テコ入れ策として，国として食糧生産

機能区と重要農産品生産保護区の創設の強化（第 25 条），食糧播種面積の確保（第 26 条），

新型農業経営主体による食糧生産を補助育成，社会化サービスにより支援（第 27 条），食

糧生産地域，大食糧生産県への財政移転交付制度整備等（第 28 条）を行うことを規定す

る。 
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４）第四章 食糧備蓄 

 国が政府食糧備蓄体系を樹立すること，政府備蓄は中央政府備蓄と地方政府備蓄に区分

すること，備蓄規模等は国務院が確定すること（第 29 条）を定める。また，政府から備蓄

を請け負った企業・組織が，備蓄食糧の量と質に責任を負わなければならないことや，商

業性の業務との区分経理・経営分離，記録義務，台帳の整備等について細かく定める（第

30 条，第 31 条）。また，食糧加工企業が社会責任備蓄を創設することや，家庭農場等の自

主備蓄について規定する（第 32 条）。また，地方政府による食糧備蓄インフラと品質検査

能力の整備強化，備蓄についての科学技術面の革新や管理の情報化強化について定める（第

33 条）。 

 

５）第五章 食糧流通 

 国の食糧市場に対する管理の強化，市場秩序の維持，市場の安定（第 35 条），地方政府

による食糧流通インフラ整備保全の強化義務（第 36 条），経営者の台帳整備義務（第 37

条），国務院が政策的買入を決定できること（第 38 条），地方政府による食糧市場の調整制

御（第 40 条），食糧備蓄支持，市場安定のための食糧リスク基金制度（第 41 条）につい

て定める。 

 

６）第六章 食糧加工 

 食糧加工業の発展奨励（第 42 条），国レベル，さらには地方レベルの加工構造の改善（第

43，44 条），生産地域と消費地域の連携（第 45 条），インフラ整備（第 46 条）等につい

て定める。 

 

７）第七章 食糧緊急対応 

 国が統一的に指導し，レベルに分けて責任を負い，地域別に管理する「食糧緊急管理体

制」を整備するとともに，地方政府が具体的な食糧緊急貯蔵，運搬，加工，供給のネット

ワークを整備し，必要がある場合に食糧の緊急輸送を確保する仕組みを整備するとしてい

る（第 47 条）。中央政府部内では，全国レベルの緊急対策を制定し，国務院に報告するも

のとし，地方政府は，当該区域の状況に基づいた食糧緊急対策を制定するものとしている

（第 48 条）。 

 国が，食糧市場の異常な変動を地方政府から報告させる制度を創設し，突発事態の発生

による食糧市場の需給関係と価格の異常な変動について上位ランクの政府に報告し（第 49

条），食糧緊急状態の出現が確認された場合，緊急対応を講ずるとしている。具体的には，

緊急的な食糧買入や売渡，備蓄食糧の放出，加工食糧の確保や制限，緊急供給ポイントの

設置，所要の食糧や施設，土地，物資等の徴用などができるとしている（第 50 条，第 40

条）。 
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８）第八章 食糧節約 

 国は節約を励行し浪費に反対するとし，地方政府においても誘導奨励，懲戒教育を組み

合わせることにより食料節約業務の指導と監督管理を強化する（第 52 条）としている。ま

ず，生産段階では，食糧生産者は作物の生長保護と生産作業管理の強化により播種，耕作，

収穫等の各段階の食糧損失と浪費を減少しなければならない（第 53 条）としている。ま

た，国は，食糧事業の経営者の食糧貯蔵，運搬，加工施設整備の効率をアップし，食糧の

損失減耗を減少させるようにする（第 54 条）としている。また，加工段階でも，過度な加

工の防止，食品化される食糧の製品率の向上，工業用食糧の生産構成の改善等を図る（第

55 条）としている。食糧食品の生産の経営者は，消費者の合理的な消費を誘導し，食糧の

浪費を防止し減少させることを,また,個々の国民と家庭には，「文明的，健康的，理性的，

緑色の消費理念の確立，浪費根絶の良好な習慣の育成形成」を求めている（第 56 条）。ま

た，各組織の食堂における食糧節約，浪費行為是正の徹底等を求めている（第 57 条）。 

  

９）第九章 監督管理 

地方政府における監督検査の実施（第 61 条）や部局間の協調（第 58 条），モニタリン

グと警報システムの整備，虚偽情報流布の禁止，生産，備蓄，運送，加工の標準体系の整

備やトレーサビリティシステムの創設（第 60 条），国レベルの監督措置（第 62 条），外資

企業への投資安全の審査（第 63 条），経営者の信用記録の整備（第 64 条）等を規定して

いる。 

 

10）第十章 法律責任 

違反に対する各種処分，犯罪を構成する場合等の対応について定めている（第 65～72

条）。 

 

11）第十一章 附則 

食糧の範囲（小麦，米穀，トウモロコシ，大豆，雑糧及びその食品）を示すとともに，

「雑糧」を例示（高粱，大麦，そば，燕麦，ハダカムギ，緑豆，ジャガイモ，甘しょ等）

している。 

また，植物油と原料の安全保障に関し，本法の「参照適用」を規定している（第 73 条）。 

施行日は，2024 年 6 月 1 日（第 74 条）とされている。 

 

（５）中国食糧安全保障の今後の課題 

 全国人民代表大会の事務局(16)は，「（今回成立した）本法は全体的な国家安全観を堅持し，

国の食糧安全戦略を深く掘り下げて実施し，食糧安全保障の制度体系を確立整備し，あら

ゆる方向から食糧安全の基礎を固めることにより，国の食糧安全のために力強い「法治」

（依法治国）の保障を提供している」としており，究極的には党の指導に基づく食糧安全

保障に向けた支配体制を担保（保障）するツールとしての意義を強調しているものと考え
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られる。 

その意味では，本法の成立，施行をもって，食糧安全保障に関し，各地域や国民，関係

業界に対しては，「法治」としてコントロールを強めていく基礎を固めることができたとい

う意味合いになるが，逆に，（３）で説明したように，「党のリーダーシップ」の下で，国

及び地方政府等により実施されていくべき事項の基本的な方向付けに関するいくつかの論

点は、この法律の外に、基本的な方向が具体的に示されないまま残されているということ

になる。 

（２）⑦等で指摘したことも踏まえて，改めて今後の課題を整理すると， 

① 今後の中国の人口減少や高齢化のすう勢や，食生活の変化によって，食用食糧の需要

の減少が（全体として，また品目別に）どのくらい進むのか。 

② コメや小麦の食用の需要が大きく減少する場合にも，収益性の向上や（財政的な支え

がなければ）農民の収入増加にも寄与し難い「食糧を最優先」とする方向付けをどこま

で維持するのか。 

③ 国民の食肉消費の動向（高齢化，健康志向の行方等も含め）をどう見通すかによって

も大きく変化することになるが，飼料用食糧の自給，あるいは食肉そのものの輸入に向

けた大きな方向の見直しがあり得るのかどうか。 

④ 本法では第 4 条で簡単にしか触れられていない「国際食糧安全保障に係る合作（＝協

力・連携）強化，食糧の国際貿易の機能発揮」の内容として，当面変わらないと考えら

れる大量の穀物や大豆の安定輸入の手段として「五か年規画」や「一号文件」等で描か

れている「輸入の多元化」や「中国版穀物メジャー」の育成等に向けて，「一帯一路政策」

を含め，どのような道筋，戦略，外交政策等が進められていくことになるのか。 

などの諸点について，何よりもその前提となる中国経済全体の動向や中国の対内対外政策

全体の行方を注意深く見ていく以外にないものと考えられる。 

 なお，食糧安全保障法に盛り込まれている点を含め，中国食糧安全保障の現状と課題に

ついて改めて整理すると第 3 表のようになると考えられる。 
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第３表 中国食糧安全保障の現状と課題 

 
資料：食糧安全保障法，中国共産党・政府通知，各種報道等から筆者作成。 

  

事項 政策の基本方向（食糧安全保障法の章・条）実現手段（食糧安全保障法の章・条） 達成状況 主な課題

生産安定 食糧生産の最優先（2条、三章） 継続中

更に強化

米・麦の完全自給 ほぼ達成 今後人口減と高齢化で食用需要は縮小見通し、飼料用米と工業用小麦の増大？

トウモロコシ(飼料用）の基本自給 自給率低下(2017年98%→2021年91%） 大豆との耕地の競合（打開策として同一圃場における複合栽培、密植・間作の推奨等）

食品用大豆の完全自給 ほぼ達成（トータルの自給率は15%（2021年））「食用：国内、搾油用：輸入」が既に定着の中での増産、遺伝子組換国内生産の扱い

耕地面積の確保、耕地利用は食糧優先(二章) 保護面積の徹底、転用抑制と代替耕地補充責任の徹底（地方幹部責任制） 継続中 耕地の質の低下・土壌劣化、限界耕地に係る環境問題「退林還耕」、耕地の高規格化

種子対策の強化（18・19条） 種子企業への支援強化、種子バンク、新品種権の保護等 継続中 優良品種の確保、企業の品種開発力の強化、海外からの導入途絶への危機感増大

損耗防止 生産・流通・加工・貯蔵各段階（八章） 農業機械の普及・改良、貯蔵・運送・加工技術向上等 継続中 食糧管理部門の腐敗事案多発、へき遠部での取り組みの遅れ

節約徹底 節約の徹底（八章）、食べ残し厳禁 違反事業者等への処罰、広報宣伝の徹底 継続中 過度の節約・浪費抑制が内需拡大に負の作用を及ぼす可能性？

備蓄 主要食糧の年間需要相当量等の確保 国家備蓄、地方備蓄、民間備蓄の併用（第四章） 備蓄量は基本的に充足とみられる 受託企業の業務適正性、量と質の保全、多元的管理による効率低下、備蓄糧の偏在等

安定輸入 輸入の多元化、安定化 輸入国のインフラ支援（一帯一路）、中国版「穀物メジャー」の育成 ブラジル等新規輸入先の開拓 少数国への集中は継続、米国等との対立やウクライナ危機継続、気候変動の多発化等

「大食物観」との両立（需要に応じた各種作物の供給安定と品質確保）、食糧生産地域

への利益補償（財政移転交付）、食糧生産者への「社会化サービス」による支援）

対外不安定化に伴う更なる生産強化（「新一千億斤（5千万トン）増産運動」、油料

（大豆＋菜種・落花生等）自給強化推進（「油瓶の中身も自給」））⇒「稼げない」食

糧生産への地域と農家への更なる意欲確保方策の必要性、環境への負荷の増大

生産補助・買入価格制度、安全保障責任制（目標達成への地方幹部責任追

及）・党政同責（3条、6条、25～28条等）
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注 (1) http://www.moa.gov.cn/ztzl/2023yhwj/2023nzyyhwj/202302/t20230214_6420529.htm（2024年1月31日参照） 

(2) 一号文件に係る記者発表会（ 2023 年 2 月 14 日）における唐仁健・農業農村部長の説明，

http://www.moa.gov.cn/hd/zbft_news/qmtjxczx/（2024 年 1 月 31 日参照） 

(3) 2023 年 12 月 20 日新華社「中央農村工作会議在京召開 習近平対“三農”工作作出重要指示」，

https://www.gov.cn/yaowen/liebiao/202312/content_6921467.htm（2024 年 1 月 31 日参照） 

(4) 農業農村部新聞弁公室「農業農村部部署開展全国糧油等主要作物大面積単産提昇行動」，http://www.moa.gov. 

cn/xw/zwdt/202304/t20230423_6426124.htm（2024 年 1 月 31 日参照） 

(5) まず最優先でその確保を図ってきた「食糧」がひとまず量的に充足する中で，国民のより高次の食に対するニ

ーズを確保するため，食糧のみに偏らず，生産構造をより良いものへ改革し，副食品を含め，国民が求める多様

な食のニーズに対応するものとし，そのため，森林や草原，海洋などを含め可能な限りの国土資源を開発して食

物の安定供給を図る必要があるとする考え方である。 

習総書記が 2015 年の農村工作会議の中で初めて打ち出し，その後，各地の視察等の中で何度か提唱したもの

とされるが，特に 2022 年 3 月の全国人民代表大会期間に行われた全国の農業関係者の会議で使用したことによ

り定着した用語とされている（百﨑（2022）参照）。 

(6) 遺伝子組換えトウモロコシ，大豆については，農業農村部が 2023 年 12 月にトウモロコシ 37 品種と大豆 14 品

種の審査決定を公告（12 月 6 日）するとともに，85 企業に対する農作物種子生産経営許可証の承認が公告（12

月 25 日 ） さ れ て い る 。 http://www.moa.gov.cn/govpublic/nybzzj1/202312/t20231207_6442285.htm, 
http://www.moa.gov.cn/govpublic/nybzzj1/202312/t20231226_6443490.htm（2024 年 1 月 31 日参照） 

(7) 同法草案については，2023 年 12 月 29 日から 2024 年 1 月 27 日まで，全国人民代表大会ホームページで「第

二審議稿」のパブリックコメントが実施された。 

(8) 農業農村部が 2024 年 1 月 23 日に行った 2023 年の農業農村経済情況についての記者会見，

http://www.scio.gov.cn/live/2024/33237/index.html（2024 年 1 月 31 日参照） 

(9)  2022 年 12 月 23 日「中央農村工作会議」における習近平総書記の講話，https://www.gov.cn/xinwen/2023-

03/15/content_5746861.htm（2024 年 1 月 31 日参照） 

(10) 何秀栄中国農業大学人文・発展学院教授（国務院参事）(何，2023)は，一号文件において定義されている五項

目（（2(1) 2）で言及した「供給の保障が強く，科学技術の装備が強く，経営体系が強く，産業の強靭性が強く，

競争力が強い」のこと）は，相互に独立した要件とされているわけではないとする。そして，最近，学界で考案

されているいくつかの指標として，①郷村振興の程度，②輸入依存度，③国際市場における価格決定権や影響力

（話語権），④（多国籍企業など）世界的に位置付けられる能力，⑤農産品供給保障能力，⑥農業応用技術や基礎

研究の革新状況などがあるとする。しかし，①は相互比較が困難で，②はコーヒーなどそもそも国内で生産でき

ないものや，中国の大豆のように，国内資源状況から自給困難である一方，搾油用に輸入される遺伝子組換え大

豆と，食品加工用の食用大豆のように，大規模な代替性がなく国内産の不足を補填しているようなものがあり，

表面的な比較には適さないなど，実践的なニーズに応えられるものになっていないとしている。 

(11) 「以我為主、立足国内、確保産能、適度進口、科技支撑」 

(12) 2020 年 11 月 18 日人民日報「習近平在中央全面依法治国工作会議上強調 堅定不移走中国特色社会主義法治   

道路為全面建設社会主義現代化国家提供有力法治保障」，http://cpc.people.com.cn/gb/n1/2020/1118/c64094-

31934590.html（2024 年 1 月 31 日参照） 

(13) 党の「領導」の「制度化」，すなわち党内法規の制定を進める上では，各分野で党の「条例」等を制定すること  

で明文化する取組を進めるのが通例と考えられる。（具体例として，2019 年 8 月 15 日新華社「中共中央印発《中

国共産党機構編制工作条例》」， 

http://epaper.hljnews.cn/hljrb/20190816/435597.html?eqid=91fdd0c300028f290000000664643b92（2024 年 1

月 31 日参照）） 

また，「党政同責」についても，本来的には党と国務院の連名の規定により示されるものと考えられる。例えば，

工業生産の安全生産管理の「党政同責」を規定した 2018 年の中国共産党と国務院の両弁公庁の連名通知（中共

中央弁公庁・国務院弁公庁《地方党政領導幹部安全生産責任制規定》（2018 年 4 月 8 日施行），

https://www.gov.cn/zhengce/2018-04/18/content_5283814.htm?eqid=bfbe46bb000011a80000000664803516

（2024 年 1 月 31 日参照））では，初めに地方各レベルの党委員会責任幹部の職責が，次に同レベルの政府責任

幹部の職責が列記され，それらに関し地方政府やその「その他の幹部」が党委員会や政府の責任者の職責を分掌

すること等を詳細に示すとともに，党と政府それぞれの幹部の成績査定等について定めている。「党政同責」を厳

密に実行する場合には，こうしたきめ細かな運用が必要となってくるであろうが，その意味では，こうしたプロ

セスについて明示せず，いきなり法律の文言上に，「党政同責」が登場し，党の役割が強調されていることが特徴

的といえるかもしれない。 

(14) 2023 年 10 月 16 日農民日報「劉煥鑫（国家糧食・物資備蓄局長）：認真践行大食物観 更好保障国家糧食安

全」，https://baijiahao.baidu.com/s?id=1779883549925030799&wfr=spider&for=pc（2024 年 1 月 31 日参照） 

(15) 中国農業科学院農業経済・発展研究所産業経済研究室の鐘钰主任は，「目下，我が国の食物には三つの「依存

過剰」状況（耕地からの産出への依存過剰，食糧への依存の過剰，国際市場への依存の過剰）があり，「大食物観」

の実行は，これらの過剰の度合いを引き下げるためのものである。」としている。（2023 年 12 月 20 日新京報，

https://baijiahao.baidu.com/s?id=1785811745079680161&wfr=spider&for=pc（2024 年 1 月 31 日参照）） 

(16) 2024 年 1 月 3 日中国人大網「為端穏中国飯碗夯実法治根基－解読糧食安全保障法」， 

http://www.npc.gov.cn/npc/c2/c30834/202401/t20240103_434055.html  
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第３章 インド 
―水不足下におけるサトウキビ作農民の選択― 

 

草野 拓司  

 

１．はじめに 

 

1960 年代後半までにたびたび大飢饉を経験し，多数の犠牲者を出してきたインドでは，

食料の自給が政府の最大の目標であった。そして，化学肥料，電力，灌漑
かんがい

（特に管井戸）

への農業投入財補助金が効果を示し，1970 年代後半には「緑の革命」に成功し，穀物の自

給を達成した。その後も価格政策や投入財政策などを背景にしたコメや小麦の増産が続き，

世界一のコメ輸出国になるなど，近年では農業大国として確固たる地位を築いている。 

一方で近年，水不足が各地で大きな問題になっている。特に，緑の革命期からインド農

業における農作物の増産を支えてきた管井戸の水についは，干ばつや過剰な水の引揚げに

より水位が大きく低下しており，十分な水を確保するのが難しくなっている地域が多い。

それによる経営不振での自殺の多発が社会問題ともなっている。筆者が 2007 年から追跡

調査を実施しているマハーラーシュトラ州ソラプール県の農村でも同様で，本来は管井戸

を利用したサトウキビ作が盛んな地域であったが，現在では水不足によりサトウキビ生産

が減少の一途をたどっているのである。 

そのような状況下，サトウキビ作を諦めて農業経営を他の方向にシフトさせることで，

経営改善に成功している事例が多くみられる。そこで本稿では，サトウキビ作を諦めざる

を得ない農家がどのようにして経営改善に成功したのか，その要因を明らかにすることを

目的とする。以下，2 節では例年のカントリーレポート同様主要農産物の近年の需給動向

を簡単に整理する。3 節が本稿の核となる部分であり，ここで水不足下におけるサトウキ

ビ作農民の経営改善の方策に関する一考察を試みる。4節でまとめを行う。 

 

２．主要農産物の需給動向 

 

（１）主要穀物 

 

１）コメ 

 2023/24年の生産量は，前年度より約 380 万トン減収の１億 3,200万トンと推定されて

いる（第１表）。ただし減収とはいえ，増産基調に変わりないといえるだろう。世界全体の

約 26％を占めており，依然として影響力は大きい。 

2022/23 年の消費量は前年度より 350 万トン増の１億 1,800 万トンと推定されている。

自給率は 112％であり，消費量に対する安定した生産量が維持されていることが分かる。
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期首在庫も 3,500 万トンと推定されており，安定した供給量が維持されていると言える。 

 以上のように安定した供給量を維持しているものの，インド政府は 2023 年７月に一部

のコメの輸出を規制した。これにより，輸出量は前年度比で 21％減の 1,600万トンと推定

される。世界における輸出量の割合は 31％となっており，前年の 37％を６ポイント下回

っている。とはいえ，タイ（16％），ベトナム（15％）を大きく上回り，依然として国際的

にも大きな影響力を持っている。 

 

第１表 コメの需給（精米ベース） 

単位：1,000 ヘクタール，1,000 トン，単収はトン/ヘクタール 

 

資料：USDA PSD Online(2024 年 1 月 15 日参照)。 

 

２）小麦 

インドではコメに次いで重要な穀物である小麦の 2023/24年の生産量は前年度から 655

万トン増で，1 億 1,000 万トン超と推定されている（第２表）。2016/17 年には不作だった

ものの，以降は安定した増産基調が続いていると言える。 

2023/24 年の消費量は前年度より 123 万トン増の１億 990 万トンと推定される。自給率

は 101％であり，期首在庫は前年比で 51.3％もの減少となり 950万トンとなっている。こ

れは，新型コロナウイルス感染症により，中央政府が無償で大量の小麦を支給したためで

あると推測される。 

コメと比べると小麦は気候の影響を受けやすく，生産がやや不安定なため，インドはた

びたび輸入と輸出を繰り返してきた。近年では，2016/17 年と 2017/18 年に小麦の純輸入

国であったが，2018/19 年以降は純輸出国となっている。ただし，2022 年５月の輸出規制

に伴い，2023/24 年の輸出量は前年度比で 93％減の 40 万トンに激減すると推定される。

国内における安定的な穀物供給を徹底してきたインド政府の方針がこの背景にある。 

 

３）トウモロコシ 

近年，粗粒穀物の中で最も重要な位置づけにあるのがトウモロコシである。家禽
か き ん

用飼料

や工業用への国内需要が増加しており，生産量も堅実に増加してきた。単収もより優れた

ハイブリッド品種により増加している。収穫面積も拡大しており，2000 年代初期は 660 万

2018/19 2021/22 2022/23 2023/24
収穫面積 44,156 46,279 47,832 47,000

期首在庫 22,600 37,000 34,000 35,000

生産量 116,484 129,471 135,755 132,000

輸入量 0 0 0 0
総供給量 139,084 166,471 169,755 167,000

輸出量 10,420 22,025 20,245 16,000

消費量 99,164 110,446 114,510 118,000

期末在庫 29,500 34,000 35,000 33,000

単収 4.0 4.2 4.3 4.2
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ヘクタールであったが，近年は 1,000万ヘクタールを超えている（第３表）。こうして近年

の生産量は増加基調で，2023/24 年は前年度より 309 万トン減少したものの，3,500 万ト

ンと推定される。 

消費量も過去 20 年，家禽用飼料やでんぷんとしての利用が増加したことにより増加し

ている。2023/24年は前年度比で 1.5％減の 3,230万トンとなり，自給率は 108％と推測さ

れる。総消費量に占める飼料用消費量の割合は 63％であり，近年の高止まりの傾向が続い

ている。インドでは伝統的に粗飼料が利用されることが多く，より栄養価の高いトウモロ

コシの利用は依然として十分ではないため，トウモロコシへの潜在的な需要が大きいと考

えられている。そのため，さらなる増産が求められる状況にあると言えるだろう。 

 

第２表 小麦の需給 

単位：1,000 ヘクタール，1,000 トン，単収はトン/ヘクタール 

 

資料：USDA PSD Online(2024 年 1 月 15 日参照)。 

 

第３表 トウモロコシの需給 

単位：1,000 ヘクタール，1,000 トン，トン/ヘクタール 

 

資料：USDA PSD Online(2024 年 1 月 15 日参照)。 

  

2018/19 2021/22 2022/23 2023/24
収穫面積 29,651 31,125 30,459 31,401

期首在庫 13,230 27,800 19,500 9,500

生産量 99,870 109,586 104,000 110,554

輸入量 17 29 53 250

総供給量 113,117 137,415 123,553 120,304

輸出量 496 8033 5,377 400

消費量 95,629 109,882 108,676 109,904

期末在庫 16,992 19,500 9,500 10,000

単収 3.4 3.5 3.4 3.5

2018/19 2021/22 2022/23 2023/24
収穫面積 9,027 9,958 10,744 10,200

期首在庫 2,329 2,028 2,395 2,658

生産量 27,715 33,730 38,085 35,000

輸入量 221 0 0 50

総供給量 30,265 35,758 40,480 37,708

輸出量 421 3,363 3,122 3,000

消費量 28,500 30,000 34,700 32,300

　うち飼料用消費量 17,300 18,100 20,600 20,300

　うち食料・種子・工業用途の消費量 11,200 11,900 14,100 12,000

期末在庫 1,344 2,395 2,658 2,408

単収 3.1 3.4 3.6 3.4
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（２）畜産業 

 

１）ミルク 

2023 年度の生産量は，前年度比 2.1%増の２億 710 万トンと推定される（第４表）。そ

のうち 48%に当たる 9,900 万トンは牛乳，残りの 52%に当たる 1 億 810 万トンはその他

（ほとんどは水牛乳）となっている。牛乳，水牛乳いずれも増加が続いており，総生産量

は，2018 年度比で 10％増となり，ミルクの供給量は安定している。 

消費量をみると，2023年度は前年度比 2.3%増の２億 708万トンと推定される。人口増

加と所得向上などにより，ミルクの消費量は右肩上がりで増加が続いている。とはいえ，

自給率は依然として 100％を維持している。 

 

第４表 ミルクの需給 

単位：1,000 トン 

 

資料：USDA PSD Online(2024 年 1 月 15 日参照)。 

 

２）水牛肉及び牛肉 

人口増加と堅調な輸出需要により，2023 年度の水牛肉及び牛肉の生産量は前年度比２%

増の 444 万トンと推定される（第５表）。近年は 410万～420 万トンで推移しているので，

2023 年度もほぼ例年どおりと言える。インドにおけるほとんどの州は，宗教的な理由で牛

（水牛は含まない場合もある）のと殺を制限するか禁止しているため，生産量の大半は主

に酪農部門からの廃用水牛のと殺に依存している。 

水牛肉及び牛肉の消費量をみると，2023 年度は前年度比 3.7％増の 302万トンと推定さ

れる。なお，第５表には示していないが自給率は依然として高く，前年度比３％減の 147%

である。国内生産量が消費量を大きく上回っており，生産量と消費量のギャップの多くが

輸出に向けられ，142 万トンが輸出されたと推定される。これは世界の輸出量の 12％に当

たり，ブラジル，オーストラリアに次いで世界第三位の牛肉輸出国となっている。 

 

 

2018 2021 2022 2023
乳牛頭数（1,000頭） 52,482 58,000 59,500 61,000

生産量 187,700 199,000 202,500 207,100

　うち牛乳生産量 89,800 96,000 97,000 99,000

　うち他ミルク生産量 97,900 103,000 105,500 108,100

輸入量 0 0 0 0

総供給量 187,700 199,000 202,500 207,100

輸出量 9 12 14 16

消費量 187691 198988 202486 207084

　うち飲料用消費量 77,000 83,000 85,000 87,050

　うち工場用消費量 110,691 115,988 117,486 120,034

　うち飼料用消費量 0 0 0 0



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第６号（2024.3） 

- 5 - 

第５表 牛肉の需給 

単位：1,000 トン（枝肉ベース） 

 

資料：USDA PSD Online(2024 年 1 月 15 日参照)。 

 

３．水不足下におけるサトウキビ作農民の経営改善の方策に関する一考察 

 

（１）問題の所在―マハーラーシュトラ州における水不足，農村人口の滞留― 

インドでは各地で水不足が問題になっている。特に，緑の革命期からインド農業におけ

る農作物の増産を支えてきた管井戸の水についは，干ばつや過剰な水の引揚げにより，水

位が大きく低下しており，十分な水を確保するのが難しくなっている地域が多い。筆者が

2007 年から追跡調査を実施しているマハーラーシュトラ州ソラプール県の農村でも同様

で，本来は管井戸を利用したサトウキビ作が盛んな地域であったが，現在では水不足によ

りサトウキビ生産が減少の一途をたどっている。また，第二次産業の不振により依然とし

て農村人口が総人口の７割程度を占めること（農村人口の滞留）に加え，農地は男子均分

相続であるため農地が細分化していくなど，農家経営は厳しさを増している。 

そのような状況下，経営内容をシフトさせることで経営改善に成功している事例が多く

みられる。そこで本稿では，サトウキビ作を諦めざるを得ない農家ではあるが経営を立て

直している３つの典型的な事例を取り上げ，その改善に成功した要因を明らかにする。 

 

（２）事例地域の概要 

 インド西部マハーラーシュトラ州ソラプール県マルシュラス郡は，ムンバイから車で６

～７時間のデカン高原西部に位置する干ばつ常襲地帯である。年間降水量は例年 500mm

程度で，2015 年には 215mmを記録するなど，干ばつが常に危惧される地域である。筆者

は同郡の A村で 2007年に農家調査を行って以降，2018・2019年，2023 年と継続的に同

村における同一農家の経営を調査してきた。当初は管井戸を利用したサトウキビ作農民が

多く，高収益商品作物であるサトウキビにより経営を維持していた。ところが，2010年代

以降の干ばつに加え，過剰な管井戸水の引揚げにより，サトウキビ作を行うために十分な

水量が確保できなくなっている農家が多数存在することが明らかになっている。一方で，

この同村において，やはりサトウキビ作を諦めざるを得なかった農家のうち，経営の改善

に成功している農家も多数見られた。 

  

2018 2021 2022 2023
期首在庫 0 0 0 0

生産量 4,240 4,195 4,350 4,435

輸入量 0 0 0 0

総供給量 4,240 4,195 4,350 4,435

輸出量 1,511 1,397 1,442 1,420

消費量 2,729 2,798 2,908 3,015

期末在庫 0 0 0 0
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（３）事例農家の取組み 

 事例とした３つの農家の概要は第６表のとおりである。この３つの農家は，2006 年当時

はサトウキビ作が中心であったが，2022 年には大きな変化がみられる。A 氏は１エーカー

の耕地面積であり，サトウキビ作はなくなっている。B 氏も 0.2 エーカーのサトウキビ作

を行わなくなっている。C 氏も 2006 年に１エーカーのサトウキビ作を行っていたが，2022

年にはゼロとなっている。サトウキビ作は大量の水を必要とするところ，水不足が生じて

いるため，いずれの農家もサトウキビ作を諦めざるを得なかったのである。 

 ところが，高収益商品作物であるサトウキビ作を完全に諦めたいずれの農家も農業粗収

益は大きく伸びているのである。2006年と 2022 年の農業粗収益を比較すると，A 氏は 3.4

倍，B 氏は 5.8 倍，C 氏は 7.7 倍となっているのである（すべてデフレートして比較した

値）。このような変化の要因は何であろうか。以下で詳しくみていこう。 

 

第６表 事例農家の農業経営概要 

単位：エーカー，ルピー，％ 

 

資料：現地調査より筆者作成。 

注 1．農業粗収益はWPI（2011/12=100）でデフレ―トした実質値。 

注 2. （ ）内は総粗収益に占めるサトウキビ粗収益の割合。 

 

１）A氏の取組み 

①作型と畜産の変化 

まずは第７表で作型の変化をみていこう。2006 年当時，A 氏は 22 フィートの深さの井

戸を利用し，１エーカーの農地すべてでサトウキビ作を行っていた。管井戸を持つ必要が

ないほどの水量が確保できていたという。 

その後，干ばつや地下水位の低下により井戸では十分な水量が確保できなくなったため，

2013 年に 350 フィートの深さの管井戸を設置した。しかし，サトウキビ作に十分な水量

を得られなかったため，サトウキビ作を諦めた。 

一方で，第８表で乳牛と乳水牛の飼養頭数をみると，外来種の乳牛（ホルスタイン）が

２頭増加して計４頭となっている。乳水牛のミルクはすべて自家消費用としている。 

 

年 A氏（60歳代） B氏（60歳代） C氏（50歳代）

2006 1.0 1.0 2.5

2022 1.0 1.0 2.5

2006 1.0 0.2 1.0

2022 0.0 0.0 0.0

2006 87,635 40,663 57,783

2022 300,492 236,006 447,574

2006 38,559（44.0) 25,239（62.1） 32,544（56.3）

2022 0 0 0

農業

経営耕地面積

農業粗収益

総面積

　うちサトウキビ

総額

　うちサトウキビ

経営主

家族員数
5人

（成人4人，未成年1人）

6人

（成人4人，未成年2人）

9人

（成人7人，未成年2人）
2022
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第７表 A氏の圃場における作型の変化 

 

資料：現地調査より筆者作成。 

 

第８表 A氏による乳牛と乳水牛の飼養頭数 

 
資料：現地調査より筆者作成。 

注．（ ）内はすべて自家消費。 

 

②農業粗収益の変化 

以上のように作型と乳牛・乳水牛の飼養頭数を変化させたことで，農業粗収益に変化が

みられる。第９表で農業粗収益をみると，A 氏は 2006 年当時，粗収益に占めるサトウキ

ビの割合は 44％と最も多く，次いでミルク 40％，野菜 16％と続いていた。サトウキビ作

を中心としつつ，ミルクで所得を補う農業経営を行っていたことが分かる。 

ところが，2022 年には状況が大きく変化している。サトウキビ作はなく，粗収益ではミ

ルクが 83.6％で最大となり，次いで野菜の 16.4％となった。総粗収益は 46万ルピーに迫

っている。デフレート後の実質値でみても，2006 年と 2022 年を比較すると粗収益が 3.4

倍となっている。 

また，サトウキビ作を行っていた農地で飼料作物作を行い，青草などの粗飼料やトウモ

ロコシなどの濃厚飼料の一部を自給するという変化もみられる。その結果，ミルクの粗収

益約 38 万ルピーから経営費（主に飼料費であり，家族労働費や建物費は含まない）約 14

万ルピーを引いた所得は約 24 万ルピー（約 44 万円）となっている（以上，すべて名目値）。 

 

 

 

 

 

 

年度 エーカー 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2006

2022

0.5

0.5

0.5

0.5

サトウキビ サトウキビ（株出し）

サトウキビ

飼料作物 飼料作物 野菜 飼料作物

野菜飼料作物飼料作物野菜

在来種 外来種 計

2006 0 2 2 （2）

2022 0 4 4 （1）

乳水牛年度
乳牛
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第９表 A氏の農業粗収益の変化 

単位：ルピー，％ 

 
資料：現地調査より筆者作成。 

注．実質値はWPI（2011/12=100）でデフレ―トした値。 

 

２）B氏の取組み 

①作型と畜産の変化 

まずは第 10 表で作型の変化をみていこう。2006 年当時，B氏は井戸１基と管井戸１基

を利用し，0.2エーカーの農地でサトウキビ作，0.5 エーカーの農地で野菜作を行っていた

（0.3 エーカーは水不足のため休閑）。基本的には 1900 年頃に設置した井戸を利用してい

たが，水量不足から 2001 年に管井戸を設置してのサトウキビ作であった。特に夏場に水

が不足する際，管井戸を補助的に利用していた。 

その後，それらの井戸と管井戸の水位低下のため水量が不十分になったことから，2011

年に自己資金で１基の管井戸を新たに設置した。しかし，それでもサトウキビ作を行うに

は十分な水量が確保できなかったため，その後サトウキビ作を諦めている。 

一方で，第 11 表で乳牛と乳水牛の飼養頭数をみると，外来種の乳牛（ホルスタイン）が

１頭増加して計２頭となっている。乳水牛もゼロから２頭に増頭している。ホルスタイン

のミルクはすべて酪農協に販売し，乳水牛のミルクは半分を自家消費し，残りは近隣の人々

に売っている。 

 

第 10 表 B氏の圃場における作型の変化 

 
資料：現地調査より筆者作成。 

畜産

粗収益（名目） 27,500 10,000 25,000 62,500 87,635

割合 44.0 16.0 40.0 100.0 －

粗収益（名目） 75,000 383,250 458,250 300,492

割合 16.4 83.6 100.0 －
2022

2006

ミルク野菜飼料作物サトウキビ

耕種

名目 実質

農業
計

年度

粗収益（名目）

・

割合

（生産なし）

（生産なし）（自家消費）

年度 エーカー 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2006

0.3

2022

0.5

0.5

0.5

0.2 サトウキビ

野菜（途中休閑あり）

飼料作物

野菜
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第 11表 B氏による乳牛と乳水牛の飼養頭数 

 

資料：現地調査より筆者作成。 

 

②農業粗収益の変化 

以上のように作型と乳牛・乳水牛の飼養頭数を変化させたことで，農業粗収益に変化が

みられる。第 12 表で農業粗収益をみると，B 氏は 2006 年当時，粗収益に占めるサトウキ

ビの割合は 62.1％と最も多く，次いでミルク 34.5％，野菜 3.4％と続いていた。サトウキ

ビ作を中心としつつ，ミルクで所得を補う農業経営を行っていたことが分かる。 

ところが，2022 年には状況が大きく変化した。サトウキビ作はなくなり，粗収益ではミ

ルクが 58.3％で最大となり，次いで野菜の 41.7％となった。総粗収益は 36万ルピーとな

っている。デフレート後の実質値でみても，2006 年と 2022 年を比較すると粗収益が 5.8

倍となっているのである。 

また，サトウキビ作を行っていた農地で飼料作物作を行い，飼料の一部を自給するとい

った変化もみられる。その結果，ミルクの粗収益約 21 万ルピーから経営費約 10万ルピー

を引いた所得は約 11万ルピー（約 20万円）となっている（以上，すべて名目値）。 

 

第 12表 B氏の農業粗収益の変化 

単位：ルピー，％ 

 
資料：現地調査より筆者作成。 
注．実質値はWPI（2011/12=100）でデフレ―トした値。 

 

３）C氏の取組み 

①作型と畜産の変化 

まずは第 13 表で作型の変化をみていこう。2006 年当時，C氏は井戸１基と管井戸１基

を利用し，１エーカーでサトウキビ作，0.5エーカーで飼料作物作を行っていた。しかし，

水不足のため，飼料作物作は年間１度のみであり，残った１エーカーは年間を通して休閑

であった。 

在来種 外来種 計

2006 0 1 1 ０

2022 0 2 2 ２

年度
乳牛

乳水牛

畜産

粗収益（名目） 18,000 1,000 10,000 29,000 40,663

割合 62.1 3.4 34.5 100.0 －

粗収益（名目） 150,000 210,000 360,000 236,066

割合 41.7 58.3 100.0 －

年度

粗収益（名目）

・

割合

農業
計

耕種

サトウキビ 飼料作物 名目 実質野菜 ミルク

（生産なし）2006

（生産なし） （自家消費）2022
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その後，干ばつや地下水位の低下により井戸・管井戸では十分な水量が確保できなくな

り，2010 年にサトウキビ作を諦めている。2014年には 490 フィートの深さの管井戸を設

置したものの，やはりサトウキビ作には十分な水量ではなく，諦めざるを得なかった。 

一方で，第 14 表で乳牛と乳水牛の飼養頭数をみると，乳牛（ホルスタイン）の飼養頭数

が３頭から５頭に増頭されている。ホルスタインは自己資金によりマーケットで購入した

ものである。2022年にはホルスタインのミルクはすべて民間企業に売っている。水牛も飼

養しているがミルクは販売せず，すべて自家消費している。 

 

第 13 表 C氏の圃場における作型の変化 

 

資料：現地調査より筆者作成。 

 

第 14表 C氏による乳牛と乳水牛の飼養頭数 

 

資料：現地調査より筆者作成。 

注．（ ）内はすべて自家消費。 

 

 

②農業粗収益の変化 

以上のように作型と乳牛の飼養頭数を変化させたことで，農業経営に変化がみられる。

第 15 表で農業粗収益をみると，2006 年当時，粗収益に占めるサトウキビの割合は 56.3％

と最も多く，次いでミルク 43.7％であった。サトウキビ作を中心としつつ，ミルクで所得

を補う農業経営を行っていたことが分かる。 

年度 エーカー 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

0.5

2006

2022

1.0

1.0

1.0

1.0

0.5
飼料作物

飼料作物

飼料作物飼料作物

サトウキビ

飼料作物 飼料作物

飼料作物

飼料作物飼料作物 飼料作物

在来種 外来種 計

2006 0 3 3 (1)

2022 0 5 5 (2)

年度
乳牛

乳水牛
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ところが，2022 年には状況が大きく変化している。サトウキビの粗収益はなくなり，農

業粗収益はミルクのみとなった。ミルクによる粗収益は 68万 2,550ルピーとなっている。

デフレート後の実質値でみても，2006年と 2022 年を比較すると粗収益が 7.7 倍となって

いるのである。 

また，サトウキビ作を行っていた圃場も利用して，飼料作物作を増加させている。その

結果，ミルクの粗収益約 68 万ルピーから経営費約 31 万ルピーを引いた所得は約 37 万ル

ピー（約 68 万円）となっている（以上，すべて名目値）。 

 
第 15表 C氏の農業粗収益の変化 

単位：ルピー，％ 

 

資料：現地調査より筆者作成。 
注．実質値はWPI（2011/12=100）でデフレ―トした値。 

 

（４）考察 

 以上のように，水不足によりサトウキビ作を諦めた３戸の農家は，いずれもホルスタイ

ンを増頭し，ミルクによる粗収益を増加させることで農業経営の改善を実現していた。も

ともとサトウキビは高収益消費作物としてこの地域を支えてきた基幹的な作物であったが，

ミルクがそれに代わって大きな役割を担うようになったということである。 

 インドは経済成長に伴う国民所得の増大により，ミルク需要がますます高まっている。

第１図でみても，年間一人当たり消費量が 140kg を超えてもなお，右肩上がりの傾向を示

している。今後の中間層の増大等によりさらなる需要拡大が見込まれるだけに，水不足で

サトウキビ作を諦めざるを得ない農民にとって，このような方策はひとつの重要な足掛か

りになると考えるのである。 

 また，もうひとつ重要なのは，飼料作物（特にトウモロコシ）の作付面積の増大である。

新たな管井戸の設置によりサトウキビ作の継続を目指したものの，水量が不十分であった。

いずれの農家も，このようにサトウキビ作を諦めた農地を利用し，飼料作物作の大幅な拡

大を実現していた。もともとこの地域では，乳牛に給餌するのは粗飼料（栄養価の低いサ

トウキビの葉）などであった。しかし，水不足によりサトウキビ作を行えないが，飼料作

物作なら行えるという状況下，飼料作物作を行うことにより青草などの新鮮な粗飼料に加

え，より栄養価の高い濃厚飼料をホルスタインに給餌することが可能となった。それによ

りホルスタインは乳量や乳脂肪分を上げることから，飼料作物作によりトウモロコシ等を

自家消費することで，農家経営が大きく改善したものと考えられるのである。また，コス

畜産

粗収益（名目） 23,210 18,000 41,210 57,783

割合 56.3 43.7 100.0 －

粗収益（名目） 682,550 682,550 447,574

割合 100.0 100.0 －

年度

粗収益（名目）

・

割合

農業
計

耕種

サトウキビ 飼料作物 ミルク 名目 実質

2006 （自家消費）

2022 （自家消費）（生産なし）
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トの面でも，自らの農地で飼料作物作を行うメリットが大きいものと考えられる。 

 インドではこれまで家畜の餌は粗飼料中心であったが，ホルスタイン等の外来種の導入

をきっかけにして，トウモロコシ等の飼料作物の需要が大幅に増加している。第２図でト

ウモロコシの消費量をみると，消費量は概ね右肩上がりであることに加え，そのうち飼料

用消費量が約 60％まで上昇するなど，ますます飼料用トウモロコシへの需要が拡大してお

り，今後も需要拡大が見込まれる。このような状況下，サトウキビ作を諦めざるを得なか

った農民がトウモロコシ等の飼料作物で代替するという考え方は必然的であったとも言え

るだろう。 

 

 
第１図 インドのミルク消費量の推移 

資料：消費量は USDA, PSD ONLINE，人口は The World Bank より。 

 

 

第２図 インドのトウモロコシ消費量の推移 
資料：消費量は USDA, PSD ONLINE，人口は The World Bank より。 
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４．まとめ 

 

 インドでは水不足による農業経営の危機が訪れている。筆者がフィールドとしているマ

ハーラーシュトラ州ソラプール県の農村部も干ばつ常襲地帯であったものの，2000 年代

は管井戸を中心とした灌漑の設置により，水を多く必要とするサトウキビ作中心の農業経

営が一般的であった。ところがその後，干ばつに加えて地下水位の低下により，水を多く

必要とするサトウキビ作を諦めなければならなくなった。サトウキビは高収益商品作物で

あるだけに，農家にとっては大きな打撃であった。 

 そのような局面を打破する一因になったのが，外来乳牛（特にホルスタイン）の増頭に

よるミルク販売である。国民所得の増大によりミルクへの需要がますます拡大しているだ

けに，効果的な代替策であったと言えるだろう。 

また，新たに管井戸を設置してもサトウキビ作を継続することは難しかったものの，ト

ウモロコシ等の飼料作物作であればある程度の収量が期待できる。サトウキビ作を諦めた

農地でそれを行うことで，青草等の新鮮な粗飼料と栄養価の高い濃厚飼料（トウモロコシ

等）をホルスタインに給餌できるようになったため，乳量や乳脂肪分の改善がみられ，ミ

ルクによる粗収益も飛躍的に伸びていると考えられるのである。 

ミルク及びトウモロコシ等の飼料作物の需要は拡大の一途をたどっている。今後，中間

層の増加に伴いさらにこの傾向が強まるものとも予想できる。このような背景のもと，サ

トウキビ作農民による畜産へのシフトと自家消費用の飼料作物作の拡大は，水不足により

サトウキビ作を諦めなければならなくなった農民にとって，大きな改善策となるであろう。

また，サトウキビ作に限らず，インド全土で管井戸水の過剰な引揚げが原因で地下水位の

低下や塩害が起こっている。このような危機に瀕
ひん

する農民たちにとっても，ひとつの改善

策として有効な方策であると考えられるのである。 
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第４章 西アフリカ 

―市場志向型の国産米生産と課題― 

  

丸山 優樹  

 

１．はじめに 

 

アフリカ地域におけるコメの消費量が急増している状況については，数多くの先行研究

でも報告されている（丸山，2022; 2023）。その結果，西部や東部アフリカでは，主食にお

けるコメの相対的な重要度が高まっている。一方で，コメの輸入依存が顕著であり，食料

安全保障の観点から自給率の向上が同地域一帯での喫緊の課題となっている（Sers and 

Mughal, 2022）。同課題の解消に向け，2008 年の第 4回アフリカ開発会議（Tokyo International 

Conference on African Development：TICAD IV）において JICA とアフリカ緑の革命のため

の同盟（Alliance for a Green Revolution in Africa: AGRA）が共同で立ち上げた日本主導の国

際イニシアティブであるアフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for Africa Rice 

Development：以下「CARD」）」を発足させ，10 年間でコメの生産量を倍増（1,400 万トン

から 2,800 万トン）させた。さらに，2019 年に開催された第 7回アフリカ開発会議（Tokyo 

International Conference on African Development：以下「TICAD Ⅶ」）において「アフリカ稲

作振興のための共同体フェーズ 2：以下「CARD フェーズ 2」）」が発足し，2030 年までに

生産量を 5,600 万トンへとさらに倍増させることを目標に掲げた（JICA, 2021）。特に CARD

フェーズ 2 では，Demont and Ndour（2015）が指摘する現地生産されたコメが現地の需要

と一致していない問題に注目し，輸入米に対抗できる国産米の品質向上といった目標が明

示されている。したがって，これまでの国産米の「生産量」を増大させる視点から生産さ

れたコメが国内で適切に消費されることを目的とした「自給率」という視点にシフトした

ことが分かる。こうした適切な国産米消費においては，現地消費者が強く好む，小石やも

み殻といった夾雑物が取り除かれ，米粒の大きさや精米度合いが均一な国産米を生産し，

市場競争力を高めることが必要不可欠である（丸山ら，2019）。そのため，ポストハーベス

トに関わる精米やパッケージング，輸送といった技術を強化し，国産米のバリューチェー

ンを整備していくことが求められる（Demont and Ndour，2015）。 

他方，世界に目を向けると環境に配慮した持続可能な農業生産が世界的な潮流となって

おり，今後も人口増加が見込まれ農業生産のより活発に求められるアフリカ地域において

も，中長期的な視点においては，同様の生産技術の導入を拒むことはできない（北中，2023）。

また，伊藤（2022）で指摘されているとおり，アフリカ地域では都市部における栄養過多

が肥満や糖尿病リスクを高めている。本健康問題は，近年急速に拡大するコメ食文化も少

なからず影響している可能性があり，健康問題にも配慮したコメ食の普及が今後求められ

る。 

これらを踏まえて本稿では，コメの消費量が他地域に比べて多い西部アフリカに焦点を
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当て，短期的な視点として，近年の市場志向型のコメ生産に向けた取組の状況について先

行研究や現地調査を踏まえて報告するとともに，中長期的な視点から持続的なコメ生産を

実現する上で求められる環境配慮型の生産技術や消費者の健康に配慮したコメ食文化の普

及についても考察を加える。本稿の流れは以下のようになる。第 2節では，アフリカ地域

全体におけるコメの生産・消費動向を統計データに基づき俯瞰するとともに，COVID-19 の

パンデミックやロシア・ウクライナ危機の影響についても整理する。第 3 節では，市場志

向型のコメ生産に向けた西部アフリカ地域での取組について，先行研究と現地調査の結果

を踏まえて精査する。第 4節では，西部アフリカ地域において今後も安定的なコメ需給を

実現する上で，求められる環境配慮型のコメ生産と消費者の健康に配慮したコメ食文化に

ついて考察を加える。最後に第 5 節で本稿をまとめる。 

 

２．アフリカ地域におけるコメの生産・消費動向 

 

まず，アフリカ地域におけるコメの需給状況を把握するために地域別での自給率につい

て第１図に示した。同図は，COVID-19 パンデミック以前である 2019 年からロシア・ウク

ライナ危機が含まれる 2023 年までの年推移を示したものであり，USDA（米国農務省）PSD 

online のデータに基づいている。また，その詳細を把握する上で地域別でのコメ生産量（第

２図左）と消費量（第２図右）の年推移も示した。その結果，北部アフリカでは，COVID-

19 のパンデミック下にあたる 2021 年に自給率が低下している。同地域のコメ生産ならび

に消費はエジプトが大部分を占めており，同国での投入物（肥料や種子等）流通の滞りや

部分的な都市封鎖の影響で労働力の確保が困難であったこと等が影響し，生産量が減少し

たことが考えられる。他方，北部アフリカを除く 3地域では，全体的に自給率は上昇傾向

にあり，それを反映するように生産量も上昇傾向にある。しかしながら，生産量の上昇は

鈍化していることも指摘されており，肥料投入と灌漑導入に後押しされた土地生産性の向

上が限界に達しつつある（Arouna et al., 2021）。本傾向は，CARD に基づく 1ヘクタールあ

たりの農業投資に伴う単収の成長率にも顕著に表れており，2008 年から 2012 年にかけて

は 3.28%の成長が見られた一方で，2012 年から 2018 年にかけては 0.91%の成長にとどま

っている（Arouna et al., 2021）。また，それに拍車をかけるように 2022 年ならびに 2023 年

には，ロシア・ウクライナ危機の影響により，輸入に大きく依存する肥料や燃料価格の高

騰によって，コメ生産に必要とされる施肥量の確保や農業機械の導入が困難となり，生産

量を増大させる上での障壁となってしまったこともうかがえる（Nhlengethwa et al., 2023; 

Mhlanga and Ndhlovu, 2023）(1)。中長期的な視点で見た場合でも，西部と南部アフリカが含

まれるサブサハラ地域(2)では，コメの消費量は 2030 年まで年率 3-4%で成長を続けること

が予想されている（Bin and Zhang, 2022）。そのため，鈍化している現状の生産量の成長率

では，同地域一体のコメ消費を賄うことは難しく，輸入に依存した状態がより深刻になる

と指摘されている（Bin and Zhang, 2022）。 
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第１図 アフリカの地域別でのコメ自給率の年推移 

資料：USDA，PSD online より筆者作成。 

注（1）自給率は，USDA PSD onlineのデータ内の「Production」を「Domestic consumption」で除

することで算出している。なお，「Domestic consumption」は，コメの国内消費仕向量に

相当するものであり，国内生産量（Production）に輸入量を加算し，輸出量と在庫増加

量を減算（在庫減少量の場合は加算）して算出される。 

 （2）南部アフリカでは，生産量がゼロであったため本図から除外している。 

 

 

第２図 アフリカの地域別でのコメの生産量（左図）と消費量（右図）の年推移 

資料：USDA，PSD online より筆者作成。 

注．南部アフリカでは，生産量がゼロであったため生産量の年推移を示す左図からは除外している。 
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 次に，輸入量の視点から見た場合，第３図に示すとおり西部アフリカでは 2021 年まで，

東部アフリカでは 2022 年まで増加傾向にある。しかしながら両地域の自給率（第１図）で

は，輸入増に伴う自給率の低下は見られない。そのため，これらの輸入米は備蓄に回され

た可能性が高く，COVID-19 パンデミックによって高まった国産米の供給リスクを緩和す

る目的であったと推察される。他方，両地域では 2022-2023 年にかけて，ロシア・ウクラ

イナ危機に伴う供給リスクが依然として高い状況にあるが，輸入量が減少している。また

消費量（第２図右）においては，2022-2023 年にかけて，増加傾向が見られなくなっている。

本要因には，コメの国際市場価格の高騰が影響しており，第４図に示したコメ価格の年推

移（2014 年 1 月から 2023 年 11 月）からも分かるとおり，COVID-19 パンデミックの収束

後に一度低下した価格は，ロシア・ウクライナ危機を起点に再度上昇している。また，同

価格上昇は，インドによるコメの禁輸措置も大きく影響している。同国は，国内における

コメ供給の安定性を高め，価格高騰リスクを抑制することを目的に，2022 年 9 月からパー

ボイルドライス以外の非バスマティ米(3)に対して 20%の輸入関税を導入するとともに破砕

米の輸出を禁止した。さらに，2023 年 7 月には非バスマティ米の輸出禁止に踏み切った

（熊谷，2023）。そのため，インドからの輸入に依存する西部と東部アフリカでは，輸入米

の買い入れが困難となり，国内におけるコメ価格が上昇したことで，消費者の買い控えも

進展し，消費量が停滞したと考えられる。同状況は，貧困や飢餓等の問題を深刻化させて

おり，対策として，主食作物の輸出禁止措置をブルキナファソ（ミレット，ソルガム，メ

イズ），ウガンダ（大豆，コメ），カメルーン（穀物，植物油），モロッコ（トマト，じゃが

いも），チュニジア（果物，野菜），アルジェリア（小麦等）等が実施したほか，消費者へ

の補助金支給（タンザニア，ナミビア，マラウィ，モザンビーク等）や減税，低金利での

融資といった措置が取られている（Laborde et al., 2023）。他方，生産面においても国産米の

生産量を確保するために肥料購入に対して補助金を支給する措置が取られている

（Nhlengethwa et al., 2023）。また，ロシア・ウクライナ危機の長期化を念頭に，アフリカに

おける地域間での食料需給体制の強化に向けた新たな貿易構造の構築や肥料生産環境の整

備の必要性も指摘されている（Laborde et al., 2023; Mhlanga and Ndhlovu, 2023）。 

 最後に，コメに対する食料安全保障の観点から COVID-19やロシア・ウクライナ危機の

ような外的ショックに脆弱な国を把握するため，2023 年におけるアフリカ各国の輸入依存

度と輸入量の関係性を第５図に示した。本図において，右上に位置する国は，コメの輸入

量が多いことに加え，国内での生産量も少なく輸入に大きく依存している特徴を有するた

め，国際市況に左右されやすくコメの供給リスクが高い国と考えられる。セネガルとコー

トジボワールが該当し，Kathiresan et al.（2020）が COVID-19 パンデミック下で実施した同

様の分析とも類似した結果となっている。特にセネガルにおいては，COVID-19 パンデミ

ック下でのコメの価格上昇が顕著であり，1 週間における食事回数を 4-7 回程度減らした

世帯が数多く存在したことが報告されている（Burrone et al., 2023）。コメの国際市場価格が

さらに上昇している現状においては，コメの摂食状況がより深刻化していることが考えら

れる。同国政府は，対策として「社会経済的強靭プログラム（Programme de résilience 
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économique et sociale）」を立ち上げ，①健康セクターの強化，②生活困窮者への食料支援や

水道料金，電気料金の免除，③税制介入を通じたマクロ経済および金融の安定支援，④補

助金支給を通じた民間セクター支援，⑤医薬品，製薬，主要食料品等の国内供給の確保と

いった 5 項目を重点的に実施している（Burrone et al., 2023）。また，これまで輸入量が少な

かったナイジェリアも近年輸入量を増加させており，今後も輸入が継続される場合には，

供給リスクが高まっていくことが考えられる。以上のように，輸入に大きく依存し，食料

安全保障上の課題を抱える国々は西部アフリカに多く，自給率を向上させるための議論を

進展させていく必要がある。 

 

 

第３図 アフリカの地域別でのコメ輸入量の年推移 

資料：USDA，PSD online より筆者作成。 
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第４図 コメの国際市場価格の推移 

資料：Index mundi の統計データより筆者作成。 

 

 

第５図 輸入依存度と輸入量の関係性（各国比較） 

資料：Kathiresan et al.（2020）の分析を参照し，2023 年の USDA，PSD online を用いて筆者作成。 

注（1）散布図において，♦は中部アフリカ，■は東部アフリカ，●は西部アフリカ，▲は北部アフリカの国を表す。 

 （2）輸入依存度は，100%から各国のコメ自給率を差し引いた値である。 
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３．西部アフリカにおけるコメの自給率向上に向けた取組 

 

本節では，第 2 節で把握されたとおり，コメの輸入への依存度の高く，国際市況の変化

に脆弱な状況にあるセネガル，コートジボワール等を含む西部アフリカに着目する。そし

て，食料安全保障の強化の観点からコメの自給率向上を阻害する要因を近年の既往研究か

ら明らかにし，その対策に関しても考察を加える。 

 

（１）コメの自給率向上を阻害する要因 

西部アフリカでは，これまでにも CARD 等のコメの増産に係る支援が数多く行われてき

た。その結果，国産米の生産量は増加傾向にあった（Arouna et al., 2021）。その一方で，必

ずしも多くの国でコメの自給率は向上してこなかった。それは，これまでの農業政策や国

際支援の多くが，各国の消費者ニーズに合う特徴（品質）を持ったコメの国内供給を意図

してこなかったことに起因しており，現地消費者における輸入米から国産米への消費の代

替が進展してこなかったためであると考えられる。Demont and Ndour（2015）は，国産米の

市場競争力強化に向けて，消費者選好（ニーズ）評価の重要性を指摘した。さらに，Britwum 

and Demont（2021）では，消費者の選好は民族の食文化や植民地時代に形成された文化に

起因しており，地域によって多様性に富んでいることを指摘している。実際に東部アフリ

カに位置するケニアやウガンダでは，コメに含まれる成分であるアミロースが少ない粘り

気の強いコメが好まれることや米粒の形状が選好に大きく影響するといった研究が挙げら

れる（Peterson-Wilhelm et al., 2023; Twine et al., 2023）。その一方で，西部アフリカに位置す

るベナン（Naseem et al., 2013）やモーリタニア（丸山ら，2019），セネガル（Rutsaert et al., 

2009）においては，小石やもみ殻等の夾雑物が混在しない清潔なコメや，精米度合いや米

粒の粒径が均一であるコメが強く好まれているといったように，地域によって消費者選好

は異なる傾向がある。特に西部アフリカでは，収穫後の乾燥，精米，輸送といったポスト

ハーベスト技術が影響する要因によって消費者選好が形成されている。そのため，輸入米

に対抗できる国産米を市場に流通させる上で，ポストハーベストが内包されるバリューチ

ェーンの整備に重点を置く必要がある（del Villar and Laçon, 2015）。現状においては，小規

模農家が収穫した籾
もみ

米
ごめ

を小規模精米業者に売り渡し，その精米業者は，複数農家から買い

入れた籾米を脱穀，精米し，販売している。そのため，農家によって生産する品種や品質

にばらつきがあり，それらが混ざった形で 1つの袋に詰め込まれている（Soullier et al., 2020）。

Peterson-Wilhelm et al.（2023）はガーナにおいても大きな袋に品種や粒径の異なるコメを大

量に詰め込まれていることを指摘している。その結果，消費者は第６図のとおり，口の開

いた大袋に入っているコメを比較し，希望のコメを量り売りで購入する方法が通例である。

その際，袋の奥に詰め込まれているコメの状態を把握することは非常に困難であり，実際

に購入したコメに破砕米や夾雑物が混入する場合も多く，国産米に対する信用は低いこと

が挙げられる。 
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第６図 西部アフリカでの国産米の販売風景 

資料：2019 年 9 月にモーリタニアにて筆者撮影。 

 

（２）消費者に好まれる国産米のバリューチェーン整備 

今後，国産米に対する信用度を高めていく上で，品種や品質の同質性を担保可能な小ロ

ットでのパッケージング（Adam et al., 2023）や，その状況が消費者に把握されやすいよう

なラベリング（Coffie et al., 2023）を導入し，ブランド化をはかることが求められている。

その方策として，民間主導の精米業者を導入し，その精米業者自らが個々の農家と契約を

結ぶことによりコメの質と量の両面から安定性をはかることが可能となる（Arouna et al., 

2021）。また，農家側としては，精米業者との契約に基づき，種子や肥料，農薬といった生

産に係る投入物の提供を受けることが可能となり，外的ショックに伴う肥料価格の高騰に

よる生産減等のリスクに頑強な生産環境を構築できる（Ton et al., 2018）。 

 第１表では，Soullier et al.（2020）の調査に加え，筆者が行ったモーリタニアでの調査内

容を追加することで 2019 年時点での西部アフリカ各国で高品質の国産米を生産する上で

の精米業者と農家の連携状態について整理した。その結果，大きく 3 つに区分することが

可能であり，グループ 1 にはナイジェリアとセネガルが含まれ，大規模な精米機を導入し

た業者が複数展開しており，品種の統一，夾雑物の除去，破砕度合いによる分別（粒径の

統一）等の 6 項目以上の選別機能を有している。両国の精米業者は，各々が契約農家から

出荷されたコメを先述の選別機能に基づいて品質管理を徹底し，独自のパッケージングと

ラベリングによってブランド化をはかっている。しかしながら，契約農家数のシェアを見

ると依然として非常に低く，伝統的な小規模精米業者（1 時間に 1-2 トンの精米効率）に出

荷している農家も数多く存在する。その結果，他国に比べてバリューチェーンの整備が進

んでいるものの，輸入米も依然として市場競争力を有しており，自給率が改善されない状
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況が続いている。 

 グループ 2 では，大規模精米業者と中規模精米業者が散見される国々である。中規模精

米業者は大規模精米業者に比べると精米効率が低く，選別機能も 4項目程度に限定される

ために，品質面でも劣る。また，契約農家から出荷された籾米を精米し，パッケージング

とラベリングを施したブランド米の生産に至る農家と精米業者の垂直的連携がはかられて

いる事例は，ガーナ，マリ，シエラレオネの 3 か国に限られる。その他の国では，精米業

者が籾米を安定的に調達するために契約農家を保有する状況にのみある。モーリタニアに

ついては，筆者が 2019 年に実施した現地調査から，17 社の中規模精米業者の存在が明ら

かとなった。同社は，契約農家から籾米を買い取る際に，3 段階の価格を設けている。白

米（精米後）の重量を精米前の籾付き米の重量で除することで算出される歩留まり率が 

60% 以上，55～59% ，59 ％未満でそれぞれ 1キロあたり 0.29 USD，0.28 USD，0.27 USD

と設定されている。精米時には，夾雑物が除去され，粒径（破砕状態）に応じてふるい分

けられている。なお，精米業者によってパッケージングやラベリングといった作業が行わ

れず，精米後は全てモーリタニア輸出入公社 （SONIMEX）が買い取り，国営市場におい

て販売される形式となっている。それ以外にもベナンやトーゴにおいては，複数農家が集

まって農家団体を形成し，そこで管理する小規模精米機で精米を実施し，独自のパッケー

ジングとラベリングによって高付加価値化をはかっている。しかしながら，ブランド化に

至るまでの契約農家との垂直的連携が見られる国は少ない上に，その規模も小さく，高品

質の国産米を認知している消費者は限定的である。 

 グループ 3 については，中規模以上の精米業者が進出しておらず，精米業者と農家間の

垂直的連携も見られない。そのため，依然として小規模精米業者を通した国産米が市場に

流通している。第 5 図に含まれるギニアビサウは，コメの輸入量と輸入依存度のどちらも

低水準であり，現状において国産米の市場占有率が高いことがうかがえる(4)。そのため，

バリューチェーンを整備し，高品質な国産米を流通させるモチベーションが低い状況を反

映したものであると考える。 

 他方，バリューチェーン整備を進め，高品質な国産米を市場に流通させるのみならず，

宣伝活動にも注力し，消費者の認知度を高めることの必要性も指摘されている（Adam et al., 

2023; Coffie et al., 2023）。筆者が 2023 年 12月にセネガルで実施した消費者への聞き取り調

査からも，幼少期に生活していた都市部では，国産米の流通量が非常に少なく，「国産米を

目にしたことも，生産されていることも知らなかった」という意見が多く聞かれた。その

ため，特に生産地から離れた都市部においては，消費者が情報収集に活用するソーシャル

メディアであるテレビやラジオ，雑記等による国産米の宣伝が消費を拡大する上で効果的

である（Furner et al., 2013）。 
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第１表 西部アフリカ各国の精米業者の整備状況 

 

資料：筆者が Soullier et al.（2020）の調査結果にモーリタニアの状況を追記して作成。 

注（1）精米業者の種別については，大規模精米業者は毎時 3-5 トンの籾米を精米可能な精米機を所有し，最低 6 項目

の品質管理に係る機能を有する。中規模精米業者は毎時 2-3 トン籾米を精米可能な精米機を所有し，最低 4 項

目の品質管理に係る機能を有する。生産者主導の精米業者は，伝統的な小型精米機を用いて生産者団体が精米

を行った後，梱包やラベリングについても自ら行い商品を出荷している。 

（2）精米効率は，全精米機の合計を示す。 

（3）モーリタニアについては，垂直的連携は見られないが，契約農家から年間 2,000 トンの籾米を受け入れている。 

 

４．中長期的な視点でのコメ生産の課題 

 

（１）環境配慮型のコメ生産 

 地球温暖化を中心とする環境問題は，先進国のみならず途上国を含めた全世界的に取り

組むべき課題である。その中でも農林業の GHG 排出量は世界の排出全体の 23%を占めて

おり，特にメタンを多く排出する水田における環境配慮型の生産システムの構築に注目が

集まっている。コメ食文化が急速に進展している西部アフリカにおいては，今後も人口増

加に伴ってコメの消費量の増加が予想でき，食料安全保障の観点から国産米の増産に注力

する必要があり，環境に配慮しつつコメ生産を推進していくことが将来的には求められる

（北中，2023）。 

 先駆的な取組として，国連環境計画（UNEP）と国際稲研究所（IRRI），ドイツ国際協力

公社（GIZ）が 2011 年に持続的なコメプラットフォーム（Sustainable Rice Platform）を設立

し，世界のコメ関連産業における持続可能な供給体制の構築を目指している（SRP, 2020）。

具体的には稲作農家に対して，①収益性，②労働生産性，③単収，④水利用効率，⑤施肥

効率(窒素)，⑥施肥効率（リン），⑦生物多様性，⑧GHG 排出量，⑨食品安全性，⑩労働者

の健康・安全性，⑪児童労働，⑫女性の雇用生産性の 12 テーマに対して全 41 項目の審査

を経て，「Basic（普通）」，「Intermediate（中間）」，「Advanced（先進的）」の 3 グループに区

契約農家数 契約農家数のシェア[%] 総農地面積[ha]

ナイジェリア 24 大規模精所 177 外国投資，民間投資 3,000 0.61 20,400

セネガル 15 大規模精所 60 外国投資，民間投資 3,500 1.86 3,590

ガーナ
1 大規模精米業者

3 中規模精米業者
26 外国投資，民間投資 4,000 9.09 750

マリ 4 大規模精米業者 20 外国投資，民間投資 - - 3,200

コートジボワール
2 大規模精米業者

1 中規模精米業者
15 民間投資，公的投資 10 0 -

ブルキナファソ
1 大規模精米業者

1 中規模精米業者
7 民間投資 140 0.08 -

リベリア 2 中規模精米業者 4 民間投資，公的投資 - - -

ニジェール 2 中規模精米業者 4 公的投資 - - -

シエラレオネ 1 中規模精米業者 2 民間投資 - - 1,300

モーリタニア 17 中規模精米業者 - 民間投資，公的投資 - - -

ベナン 17 生産者団体主導の精米業者 民間投資 140 0.18 -

トーゴ 15 生産者団体主導の精米業者 民間投資 100 0.24 -

ギニア - - - - -

ガンビア - - - - -

ギニアビサウ - - - - -

グループ１：大規模なバリューチェーン整備

グループ２：中程度のバリューチェーン整備

グループ３：バリューチェーンが未整備

垂直的連携
投資元精米効率[トン/１時間]精米業者数(2019)国名



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第６号（2024.3） 

- 11 - 

分され，「Intermediate（中間）」以上と評価された農家は，持続可能なコメ生産が実施され

ていることを証明する認証ラベル（SRP ラベル）が付与される。現在，アジアとアフリカ

を中心に約 50 万戸が認証されている（SRP, 2020）。 

 しかしながら，西アフリカ地域では，食料の安定需給に向けた生産基盤の整備に係る事

業が依然として進行中であり，生産者と消費者の両者において，環境保全意識は希薄であ

る可能性が高い。生産面においては，持続可能なコメ生産を実現する上で，生物多様性の

保全する観点から減農薬や化学肥料の使用量削減等に取り組む必要がある。その結果，除

草作業時間の増加等，労働集約的な生産に移行しコメ価格が上昇する。その際，消費者側

に持続可能なコメ生産に伴う価格上昇を受容する環境がアフリカに根付いているかは未知

数である。そこで本稿では，持続可能な生産に取り組んだコメ商品が市場に流通した場合，

現況において消費者がどの程度，購入意思を有するのかをセネガルを対象にベスト・ワー

スト・スケーリング（BWS）を用いて評価を試みた。 

 調査は 2022 年 12 月にセネガル北部の都市サン・ルイにて，食料品市場を訪れた消費者

から調査協力者をランダムに選定し，アンケート調査を実施した。同調査は主たる調理者

である女性に限定し，5 名の調査者がタブレットに格納されたウェブアンケートフォーム

に回答を入力する形で実施された。調査項目として，消費者のコメ購入時における環境意

識等を含めた倫理的消費の存在について評価するため，Lusk and Briggeman（2009）が提案

した「Food values」を参照した。本手法は，食料品購買時に消費者が着目する 11項目（価

格，食味，利便性，栄養，安全性，入手可能性，ナチュラル，伝統性，公平性，環境，原

産地）を「Food values」として定義し，表明選好法の 1 つである BWS を適用して，消費者

選好を評価したものである。BWS は，Finn and Louviere（1992）によって開発された手法

であり，対象商品を購入する際に「最も重視する項目」と「最も重視しない項目」を 1つ

ずつ選択してもらう形式となっている。なお，コメを購入する際の「Food values」を聞き

取る形で，各問 5 項目によって構成される設問に計 11 回，回答してもらう必要があり，5

項目の組み合わせが設問ごとに実験計画法に基づいて変化している。 

回答結果に基づき，各項目が全回答者に「最も重視すること」と「最も重視しないこと」

に選択された回数を集計し，第２表にまとめた。有効回答数は 133 件であり，「最も重視す

ること」に選択された回数が多い順に並べている。消費者はコメの価格と食味を購入時も

重要視しており，環境配慮型のコメ生産に対する評価を示す環境影響については原産地と

共に相対的に軽視される傾向にある。そのため，現状においては環境意識を持ったコメ消

費は行われておらず，仮に SRP 認証を付与したコメを流通させても消費が増大する可能性

は低い。 

次に，現状において環境影響を重要視する消費者の特徴を把握するために，離散選択モ

デルを用いて分析を行った。本分析では，コメを購入する際に得られる消費者の効用が

「Food Values」を構成する 11 項目によって表現されると仮定し，効用関数の推定を試みた

(5)。分析結果は第３表に示されたとおりである。係数推定値は相対評価となっており，「Food 

Values」のナチュラル，社会属性における中年（40-50歳代），中程度の食料支出（世帯にお
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ける月間支出が 714USD から 100USD）を基準として比較を行っている。その結果，学校

教育を受けていない人と低食料支出が有意に負値となった。したがって，学校教育を受け

ておらず，食料支出が比較的低い消費者が環境影響を軽視する傾向が示され，当該消費者

は環境影響に対する知識が少なく，家計における経済的余裕がないために，環境に配慮し

たコメ消費を検討する余裕がない可能性が考えられる。そのため，今後学校教育を通して

農業生産に伴う環境への影響等に関する基礎知識を提供し，中長期的に消費者の環境意識

を醸成させていくことが求められる。 

 

第２表 BWS によって得られた Food Values に関する分析結果 

 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者作成。 

 

第３表 条件付きロジットモデルによる分析結果 

 

資料：アンケート調査結果に基づき筆者作成。 

注．「***」、「**」、「*」はそれぞれ有意水準 0.1%、1%、5%を示す。 

  

重要視 軽視 差分 順位

価格 345 41 304 1

食味 323 44 279 2

利便性 266 39 227 3

栄養 200 61 139 4

安全性 178 57 121 5

入手可能性 17 134 -117 6

ナチュラル 41 159 -118 7

伝統性 39 163 -124 8

公平性 2 202 -200 9

環境 12 241 -229 10

原産地 8 290 -282 11

項目 交差項（社会属性） 係数推定値 標準誤差

安全性 1.47 0.11 ***

栄養 1.53 0.11 ***

食味 2.22 0.11 ***

価格 2.28 0.11 ***

利便性 1.89 0.11 ***

原産地 -0.81 0.10 ***

伝統性 -0.05 0.11

ナチュラル 0.19 0.21

公平性 -0.89 0.20 ***

環境影響 0.08 0.21

×若者（20-30歳代） -0.13 0.18

×高齢者(60歳以上) 0.03 0.33

×学校教育を受けていない人 -0.84 0.20 ***

×低食料支出（714USD/月未満） -0.11 0.18

×高食料支出（1,000USD/月以上） -0.70 0.20 ***

×子供なし 0.02 0.22
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（２）消費者の健康に配慮したコメ食文化の普及 

西部アフリカでは都市化の進展が顕著であり，それに伴う都市住民の生活様式の変化が

生じている。特に，短い時間で調理や食事を済ませようとする時短意識が高まっており，

調理や比較的容易であるコメ食やインスタント食品等の消費が急増している。これらの食

生活の変化は，糖質を摂りすぎる栄養の偏った食習慣を定着させている可能性がある。実

際に西アフリカ地域では，肥満率が1990年から2015年にかけて70％上昇し，糖尿病や心血

管疾患のリスクが高まっていることや，それが特に都市部において顕著であることが指摘

されている(Agyemang et al., 2016)。 

米国国際開発援助庁（USAID）の資金援助によって，アフリカ各国で実施されている人

口保険調査（Demographic and health survey: DHS）のデータに基づき，上記問題についてよ

り詳細な分析を試みた。本稿では，約10年間での食習慣の変化を捉えるために，2021-2022

年と2010-2014年の間に各1回調査が実施されている，ガーナ（Ghana Demographic and Health 

Survey, 2023; Ghana Demographic and Health Survey, 2015），ブルキナファソ（Burkina Faso 

Enquête Démographique et de Santé, 2022; Burkina Faso Enquête Démographique et de Santé et à 

Indicateurs Multiples, 2011），コートジボワール（Côte d’Ivoire Enquête Démographique et de 

Santé, 2022; Côte d’Ivoire Enquête Démographique et de Santé Indicateurs Multiples, 2013)のデー

タを用いた。まず，肥満度を把握する上で，BMI（ボディマス指数）(6)を各国都市部と地方

部で比較を行った（第４表）。世界保健機構（WHO）の定義では，BMIは17未満が痩せ体

型であり，30以上が肥満体型と判定している。本調査は女性に限定し，15-49歳までを対象

としている(7)。その結果，3か国共通で都市部の方が地方部に比べて肥満割合が高く，その

傾向は年々，上昇傾向にあることが分かる。 

 

第４表 BMI の各国比較 

 

資料：DHS データに基づき筆者作成。 

注（1）BMI の判定基準については、世界保健機構（WHO）に準ずる。 

 （2）都市部と地方の区分については、各国政府の基準に準ずる。 

 

 

痩せ（17未満） 痩せ気味（17.0-18.4） 普通体重（18.5-24.9） 前肥満(25-29.9) 肥満(30以上) サンプルサイズ

2019年 0.8 2.7 36.8 30.9 28.8 3,342

2014年 1.1 4.1 45.8 28.2 20.7 2,340

2019年 1.2 4.9 57.1 24.3 12.5 2,362

2014年 1.8 5.6 63.3 20.7 8.7 1,929

2021年 1.0 3.0 54.3 26.2 15.6 3,961

2010年 2.1 5.7 67.5 16.1 8.6 4,174

2021年 3.8 8.6 70.3 14.1 3.1 4,038

2010年 5.1 13.6 75.3 5.0 0.9 5,362

2021年 1.3 3.0 47.4 27.9 20.4 2,865

2011-12年 1.2 6.6 57.9 24.1 10.2 2,089

2021年 2.0 6.6 65.2 19.0 7.2 2,178

2011-12年 1.9 5.8 75.9 13.7 2.8 1,998

コートジボワール

都市部

地方部

BMI

ガーナ

都市部

地方部

ブルキナファソ

都市部

地方部
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 次に，ガーナの事例に基づき，2019 年における消費者の食生活について，具体的な摂取

品目の観点から分析を行った。第５表では，最低食事多様性が高いと甘味飲料の摂取あり，

不健康食品の摂取ありの割合を示している。最低食事多様性は，前日に 10 グループに区分

された食品群について，各食品群を摂取した場合には 1点が加算され，1-10点の範囲で消

費者の食品摂取の多様性が評価される。10グループは①穀物・でんぷん質の根菜やプラン

テン等，②豆類，③ナッツ類，④乳製品，⑤肉類，⑥卵，⑦緑黄色野菜，⑧ビタミン A が

豊富な野菜や果物，⑨その他の野菜，⑩その他の果物によって構成されている。そして，

5 つ以上摂取した消費者を多様性が高いと定義している。次に，甘味飲料の摂取ありにつ

いては，前日にフルーツジュースやフルーツ風味の飲み物，ソーダ，スポーツドリンク，

エナジードリンク，甘い紅茶，コーヒー，ハーブティー，その他の甘い飲料を飲んだ消費

者が該当する。最後に，不健康食品の摂取ありについては，前日にチョコレート，アイス

クリーム，ケーキ，クッキー，パッケージ入りの黄色いプランテンチップやポテトチップ

ス，フライドポテト，フライドヤム等の甘い又は塩辛い食品を摂取した消費者が該当する。

なお，調査対象者は 15-49歳の女性である。 

 最低食事多様性については，多くの食品を摂取していると判断される 5 点以上の消費者

は，地方部に比べて都市部に多く存在する。都市部では，摂取量に偏りは見られるものの，

食料品店が数多く存在し，多種多様な食品を容易に入手できることが寄与していると考え

る。その一方で，甘味飲料や不健康食品の摂取があった消費者は，都市部に多く，糖類や

塩分の過剰摂取が考えられる。以上を踏まえると都市部では，食料品調達の利便性が高く，

数多くの食品を摂取していることは把握されたものの，その摂取量には偏りがあり，それ

に伴って，肥満を含めた生活習慣病リスクが高いことがうかがえる。本分析で明確な把握

ができなかったものの，コメの摂取量の増加は，肥満や糖尿病に寄与している可能性が高

い（Bin and Zhang, 2022）。そのため，今後のコメ食文化の進展において，「量」の部分の安

定性をはかるのみならず，食後の血糖値の上昇を示す指標である GI値（Glycemic Index）

が低いコメ品種を開発する等，健康的な食生活といった「質」の面にも配慮した食料政策

が必要となってくる。 

 

第５表 食品摂取状況 

(単位：％) 

 
資料：DHS データに基づき筆者作成。 

注（1）都市部と地方の区分については、各国政府の基準に準ずる。 

 （2）最低食事多様性については、10 個の食品群において、前日に 5 つ以上の食品群を摂取した消費者の割合を

示している。 

 （3）調査対象者は、15-49 歳の女性である。 

 

 

地域 最低食事多様性 甘味飲料の摂取 不健康食品の摂取 サンプルサイズ

都市部 52.4 44.7 33.0 8,557

地方部 46.7 27.0 20.7 6,457
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５．おわりに 

 

本稿では近年の西部アフリカにおけるコメ消費の実態を把握するために，コメの自給率

ならびに，その構成要素となる国内生産量や輸入量，消費量について統計データに基づき

年推移を整理した。その結果，国際的な農業支援もあり生産量の増加が自給率の向上に大

きく寄与している一方で，近年の生産量の伸びは鈍化しており，今後も人口増加に伴って，

拡大が予想される消費量を賄うのは困難な状況にある。他方，輸入量についても，増加傾

向にあり，今後さらに自給率を高めるためには，国内で生産されたコメが適切に消費され

る環境を整える必要がある。これまでの先行研究において，国産米の消費量を増大させる

ためには，消費者の嗜好にあったコメを生産する必要性が指摘されている。丸山ら（2019）

では，精米度合いや米粒の粒径の均一性，小石やもみ殻等の夾雑物が少ないコメが消費者

に強く好まれていることが把握されており，同ニーズを踏まえるためには，ポストハーベ

スト技術（乾燥，精米，輸送等）を含めたバリューチェーンの整備が求められる（Soullier 

et al., 2020）。特に，籾米の集荷から精米に至るプロセスを担う精米所の改善が喫緊の課題

であり，現状では伝統的な小規模精米所において，複数農家から出荷させた品種の異なる

コメが一緒に精米され，品質ごとに選別されることなく袋詰めされている状況にある。そ

のため，今後は民間主導の大規模精米業者が農家と契約を結ぶことで，品種や品質が同質

である籾米を安定的に確保できる環境を構築する必要がある。 

また，消費者はこれまでの国産米の品質の低さから，輸入米を好むのみならず，国産米

に対する不信感（信用度の低さ）を抱いている。そのため，大規模精米業者の導入によっ

て品質が改善された場合であっても，国産米に消費が移行する可能性は低い。そのため，

各精米業者がパッケージングやラベリングを工夫し，「ブランド化」をはかることで品質の

高さを証明することができ，国産米の消費拡大に寄与すると考える。したがって，生産か

ら精米，梱包，出荷に係る一連の作業において，農家と精米業者が垂直的連携をはかり，

高品質な国産米を市場に流通させることが強く求められる。 

 

注 （1）ロシア・ウクライナ危機によって，サブサハラ地域では，2021 年の肥料平均価格から約 78%の価格上昇がみ

られ，現地農家は肥料の確保が困難となっている。その結果，稲作に用いる施肥量は，従来の 20-50%程度に減少

しており生産量の低下に大きく影響している（Nhlengethwa et al., 2023）。 

（2）アフリカ大陸の国々から北部アフリカの国々を除いた地域をサブサハラ地域と呼ぶ。 

（3）籾米をそのまま蒸した後に乾燥させ精米したものをパーボイルドライスと呼び，ベナンやナイジェリア等の特

定の地域で消費されている。また，インドのコメは，同国の料理に好んで用いられる長粒種の香り米である「バ

スマティ米」とそれ以外の「非バスマティ米」に大別される。 

（4）第 5 図には含まれていないが，ギニアとガンビアについても，ギニアビサウ同様に国産米の市場得入率が高く

輸入米の流通量が少ない状況が把握されている（Soullier et al., 2020）。 

（5）効用関数は条件付きロジットモデルに基づいて定式化されており，最尤法によって係数推定を行っている。 

（6）BMI は体重を身長の二乗で除することで算出される。 

（7）ガーナの 2019 年，ブルキナファソとコートジボワールの 2021 年のデータについては 20-49 歳の女性に限定し

た調査となっており，厳密には比較が行えない点に留意が必要である。 
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